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Ⅰ．建学の精神・大学の基本理念、使命・目的、大学の個性・特色等

１．建学の精神・大学の基本理念

学校法人群馬育英学園（以下「本学園」という。）は、「正直・純潔・無私・愛」の道

義標準に基づき、昭和33年に群馬県において学校法人として設置され、昭和38年に前橋育

英高等学校を開設した。その後、昭和45年に前橋保育専門学校、昭和52年に前橋育英学園

短期大学を開設し、「公正・純真・奉仕・友愛」の道徳理念を培い、国際的視野に立って

世界の平和と社会の福祉に貢献できる人材を育成することに努めてきた。

その後、昭和62年に育英短期大学と改称し、60年近くの教育的事業を通して短期大学卒

業生１万人余りを地域社会に送り出し、保育・幼児教育を中心とした多くの教育者養成を

行うことによって地域に根ざした高等教育の場としての役割を果たしてきた。

本学園名の「育英」は孟子の「盡心章句上」に由来し、「すぐれた才知をもつ青少年を

教育する」という意味をもっている。本学園はこの基本理念の実現を目指して「公正、純

真、奉仕、友愛」を建学の精神に掲げて、平成30年4月に教育者を養成する大学として育

英大学（以下「本学」という。）を開設した。

この建学の精神は、多様な価値が混在する今日の社会では、私たち一人ひとりが物事に

対して「公正」で、「純真に」、他者に対して「奉仕」の精神と深い「友愛」をもって臨

むことが社会のさまざまな対立や矛盾を解決する道に通じるという考えに基づいている。

２．使命及び目的

本学は、この建学の精神に則り、育英大学学則（以下｢学則｣という。）第１条において、

教育基本法及び学校教育法に基づき、学術の中心として、広く知識を授け、深く専門の学

芸を教授研究し、知的、道徳的及び応用的能力を育成するとともに、豊かな人間性と深い

専門性をもつ人材を養成し、教育研究を通して社会に貢献することを使命とし、教育学部

教育学科では、幅広い教養基盤に支えられた主体的な判断力と行動力を有し、理論と実践

に基づいて応用的に教育活動を展開できる人材を養成することを目的としている。

３．大学の個性・特色

本学の個性・特色は、教育分野の基礎的知識と技能を修得させ、特に現場で必要とされ

る教養的知識と教育に関する専門的知識や技能を修得させることを教育目標として掲げ

て、幅広い教養基盤に支えられた主体的な判断力と行動力を有し、理論と実践に基づいて

応用的に教育活動を展開できる人材の養成を目指しているところに認められる。

本学は、教育学部教育学科の１学部１学科からなる大学であり、さらに教育学科は児童

教育専攻とスポーツ教育専攻の２専攻から構成されている。

児童教育専攻の個性・特色は、児童教育の現場で求められる幅広い教養的知識と教育に

関する専門的知識や技能を修得させ、児童教育現場で求められる教養基盤に支えられた主
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体的な判断力と行動力を有し、理論と実践に基づいて応用的に教育活動を展開できる人材

の養成を目指しているところに認められる。

また、スポーツ教育専攻の個性・特色は、体育・スポーツの教育現場に求められる幅広

い教養的知識と教育に関する専門的知識や技能を修得させ、体育・スポーツの教育現場で

求められる教養基盤に支えられた主体的な判断力と行動力を有し、理論と実践に基づいて

応用的に教育活動を展開できる人材の養成を目指しているところに認められる。

Ⅱ．沿革と現況

１．本学の沿革

＜学校法人の沿革＞

昭和33年12月 準学校法人大利根学園認可 群馬予備高等学校設置

昭和38年 1月 学校法人福井学園に名称変更

昭和38年 4月 前橋育英高等学校（全日制課程）設置

昭和39年11月 学校法人前橋育英学園に名称変更

昭和45年 4月 各種学校前橋保育専門学校(幼稚園教員養成機関・入学定員100名)

開校

昭和63年 2月 学校法人群馬育英学園に名称変更

学校法人の所在地を前橋市朝日が丘町から高崎市京目町に変更

＜短期大学の沿革＞

昭和52年 4月 前橋育英学園短期大学（保育学科・入学定員100名）設置

昭和58年 4月 英語科（入学定員100名）設置

昭和62年 4月 キャンパスを現在地（高崎市京目町）に移転、育英短期大学に名称変更

平成 4年 4月 英語科入学定員200名に臨時定員増加

平成 9年 4月 英語科に「観光コース」開設

平成13年 4月 保育学科入学定員150名（幼児教育専攻75名、保育専攻75名設置）に

定員増加、英語科入学定員150名に臨時定員減少

平成14年 4月 現代コミュニケーション学科入学定員150名（英語科の改組転換）

設置、英語科募集停止

専攻科幼児教育専攻（入学定員20名）開設

幼児教育研究所開設

平成15年 4月 保育学科入学定員200名（幼児教育専攻75名、保育専攻125名に定員増加

平成15年 5月 英語科廃止

平成16年 3月 現代コミュニケーション学科入学定員100名に臨時定員廃止

平成16年 4月 専攻科幼児教育専攻(入学定員20名)募集停止
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平成18年 3月 専攻科幼児教育専攻(入学定員20名)廃止

平成21年 4月 保育学科幼児教育専攻(入学定員75名)、保育専攻(入学定員125名)を

統合、入学定員200名

幼児教育専攻(入学定員75名)、保育専攻(入学定員125名) 募集停止

現代コミュニケーション学科に「医療ビジネスコース」と「ヒューマン

ビューティコース」開設、及び既存の「心理コース」を「心理・カウン

セリングコース」に、「児童英語・英会話コース」を「子ども英語・留学

コース」に、「観光コース」を「観光ブライダルコース」に変更

平成22年 4月 保育学科、現代コミュニケーション学科とも男女共学化

幼児教育専攻(入学定員75名)、保育専攻(入学定員125名)廃止

平成24年 4月 現代コミュニケーション学科「子ども英語・留学コース」を

「国際理解・英語留学コース」に変更

平成25年 4月 現代コミュニケーション学科に「スポーツ科学コース」開設

平成27年 4月 保育学科入学定員240名に定員増加

＜育英大学の沿革＞

平成30年 4月 育英大学教育学部教育学科（入学定員100名（児童教育専攻50名・

スポーツ教育専攻50名））を設置

２．本学の現況

・大学名 育英大学

・所在地 群馬県高崎市京目町１６５６番地１

・学部構成 教育学部 教育学科

児童教育専攻

スポーツ教育専攻

・学生数

教育学部教育学科（令和元年５月１日現在）

専 攻 入学 収容 在籍学生数

定員 定員 １年 ２年 ３年 ４年 計

児童教育専攻 50 200 41 27 ― ― 68

スポーツ教育専攻 50 200 53 33 ― ― 86

計 100 400 94 60 ― ― 154
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・教員数

教育学部教育学科（令和元年５月１日現在）

専 攻 教授 准教授 講師 助教 計 兼任教員

児童教育専攻 6 3 3 0 12 ―

スポーツ教育専攻 5 1 1 0 7 ―

計 11 4 4 0 19 40

・職員数

専任職員 兼任職員 計

32 5 37
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Ⅲ．評価機構が定める基準に基づく自己評価

基準1．使命・目的等

1－1 使命・目的及び教育目的の設定

1-1-① 意味・内容の具体性と明確性

1-1-② 簡潔な文章化

1-1-③ 個性・特色の明示

1-1-④ 変化への対応

（1）1－1の自己判定

基準項目1－1を満たしている。

（2）1－1の自己判定の理由（事実の説明及び自己評価）

1-1-① 意味・内容の具体性と明確性

本学園名の「育英」は孟子の「盡心章句上」に由来し、「すぐれた才知をもつ青少年を

教育する」という意味をもっている。本学園は、この基本理念の実現を目指して、「公正、

純真、奉仕、友愛」を建学の精神に掲げて、平成30年4月に、教育者を養成する大学とし

て本学を開設した。

この建学の精神は、多様な価値が混在する今日の社会では、私たち一人ひとりが物事に

対して「公正」で、「純真」に、他者に対して「奉仕」の精神と深い「友愛」をもって臨

むことが社会のさまざまな対立や矛盾を解決する道に通じるという考えに基づいている。

本学は、この建学の精神に則り、育英大学学則（以下｢学則｣という。）第１条において、

教育基本法及び学校教育法に基づき、学術の中心として、広く知識を授け、深く専門の学

芸を教授研究し、知的、道徳的及び応用的能力を育成するとともに、豊かな人間性と深い

専門性をもつ人材を養成し、教育研究を通して社会に貢献することを使命及び目的として

いる。

また、教育学部教育学科は、幅広い教養基盤に支えられた主体的な判断力と行動力を有

し、理論と実践に基づいて応用的に教育活動を展開できる人材を養成することを教育目的

としている。

以上のとおり、本学が掲げる使命・目的及び学部学科の教育目的は具体的であり、明確

に示されている。

【エビデンス集(資料編)】

資料1-1-1 「育英大学学則」
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1-1-② 簡潔な文章化

本学の使命・目的及び教育目的は、建学の精神を踏まえて明確に文章化されており、本

学のホームページをはじめ、「学生必携」、「大学案内」を通して具体的かつ簡潔に明示さ

れている。

【エビデンス集(資料編)】

資料1-1-2 「平成30年度 育英大学ホームページ」（https://www.ikuei-g.ac.jp/university/）

資料1-1-3 「平成30年度 育英大学学生必携」

資料1-1-4 「育英大学 CAMPUS GUIDE 2019」

1-1-③ 個性・特色の明示

本学の個性・特色は、教育分野の基礎的知識と技能を修得させ、特に現場で必要とされ

る教養的知識と教育に関する専門的知識や技能を修得させることを教育目標として掲げ

て、幅広い教養基盤に支えられた主体的な判断力と行動力を有し、理論と実践に基づいて

応用的に教育活動を展開できる人材の養成を目指しているところに認められる。

さらに、児童教育専攻の個性・特色は、児童教育の現場で求められる幅広い教養的知識

と教育に関する専門的知識や技能を修得させ、児童教育現場で求められる教養基盤に支え

られた主体的な判断力と行動力を有し、理論と実践に基づいて応用的に教育活動を展開で

きる人材の養成を目指しているところにある。

また、スポーツ教育専攻の個性・特色は、体育・スポーツの教育現場に求められる幅広

い教養的知識と教育に関する専門的知識や技能を修得させ、体育・スポーツの教育現場で

求められる教養基盤に支えられた主体的な判断力と行動力を有し、理論と実践に基づいて

応用的に教育活動を展開できる人材の養成を目指しているところにある。

以上のように、本学の個性・特色は本学のホームページをはじめ、「学生必携」、「CAMP

US GUIDE」を通して具体的かつ簡潔に明示されている。

【エビデンス集(資料編)】

資料1-1-2 「平成30年度 育英大学ホームページ」（https://www.ikuei-g.ac.jp/university/）

資料1-1-3 「平成30年度 育英大学学生必携」

資料1-1-4 「育英大学 CAMPUS GUIDE 2019」

1-1-④ 変化への対応

本学は、平成30年4月に開学したばかりの大学であり、募集活動の開始が遅れたために、

平成30年度の入学者は、児童教育専攻が学生定員50名のところ25名（定員充足率50％）、

スポーツ教育専攻が入学定員50名のところ34名（定員充足率68％）であった。したがって、

https://www.ikuei-g.ac.jp/university/
https://www.ikuei-g.ac.jp/university/
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本学の使命・目的等の達成には、何よりも次年度の入学定員の確保が必要である。このた

めに、平成30年度は、開学当初から教員及び職員が一丸となって県内・県外の高校を訪問

し、本学の広報及び受験者の募集活動を積極的に展開した。

その結果、平成31年度の入学者の総数は、児童教育専攻が41名（定員充足率82％）、ス

ポーツ教育専攻が53名（定員充足率106％）となり、教育学科の学生定員の94％の入学者

を確保することができ、２年次には、児童教育専攻に２名の編入学もあった。次年度は、

さらに学生定員を満たす入学者の確保に向かって募集活動を展開する予定である。

また、本学の使命・目的をよりよく達成するために、平成30年度の学内の運営業務及び

教育活動のそれぞれについて問題点を検証するとともに、教育課程の点検を行い、完成年

度以降の改革に向けた準備を行っている。

（3）1－1の改善・向上方策（将来計画）

本学の使命・目的は、上に述べたように、本学の基本理念及び建学の精神に基づいてお

り、とりわけ教育現場で求められる幅広い教養的知識と専門的知識・技能を身につけた実

践的教育者を養成しようとするところに独自性が認められる。今後は、学内の運営業務及

び教育活動の自己点検を継続しながら、完成年度以降の改善に向かって準備を進めていく

予定である。

1－2 使命・目的及び教育目的の反映

1-2-① 役員、教職員の理解と支持

1-2-② 学内外への周知

1-2-③ 中長期的な計画への反映

1-2-④ 三つのポリシーへの反映

1-2-⑤ 教育研究組織の構成との整合性

（1）1－2の自己判定

基準項目1－2を満たしている。

（2）1－2の自己判定の理由（事実の説明及び自己評価）

1-2-① 役員、教職員の理解と支持

学則に定められている本学の使命・目的及び教育学部教育学科の教育目的は本学園の理

事会の議を経て決定されたものであり、法人の役員、本学の教職員の理解と支持を得てい

る。

さらに、その内容及び趣旨は、本学の教員及び職員の役職者から構成される運営会議に

おいて学長より、教授会において学部長より繰り返し説明することを通して全教員に理解
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と支持を得ている。

【エビデンス集(資料編)】

資料1-2-1 ｢育英大学学則｣

1-2-② 学内外への周知

また、本学の使命・目的及び教育学部教育学科の教育目的は学則に明記されており、本

学のホームページをはじめ、「学生必携」、「大学案内」を通して内外に広く周知されてい

る。

【エビデンス集(資料編)】

資料1-2-2 「平成30年度 育英大学ホームページ」（https://www.ikuei-g.ac.jp/university/）

資料1-2-3 「平成30年度 育英大学学生必携」

資料1-2-4 「育英大学 CAMPUS GUIDE 2019」

1-2-③ 中長期的な計画への反映

すでに述べたように、本学は、前橋育英高等学校と育英短期大学の設置者である学校法

人群馬育英学園（以下「本学園」という。）が平成30年4月に開学した大学であり、本学

園はこの３つの教育機関の連携をとりつつ教育と研究に真摯に取り組み、地域住民や諸機

関の協力と理解を得て地域の文化の質を高め、地域社会と国際社会への貢献を図ることを

基本理念としている。

この基本理念に基づいて育英大学及び育英短期大学の円滑な運営を行うために、本学学

則に「育英大学・育英短期大学運営委員会規則」が定められており、その所掌事項の一つ

に「中期計画、中期目標及び事業計画の策定並びに実施」が掲げられている。

この規則に基づいて、本学開学直後の平成30年4月19日開催の平成30年度第１回運営委

員会（大学・短大）において、事務局長より、「平成30年度育英大学及び育英短期大学の

事業計画（重点事項）」が報告され、平成31年2月21日開催の平成30年度第10回運営委員

会（大学・短大）において、「平成31年度育英大学及び育英短期大学の事業計画(重点事

項)が報告され、続いて令和元年5月23日開催の平成31年度第2回運営委員会（大学・短大）

において、平成30年度育英大学及び育英短期大学の事業報告（主要事業）が報告されてい

る。

以上の経緯に基づいて、現在、本学園の基本理念並びに本学の使命・目的及び教育目的

を反映して、「育英大学・育英短期大学・前橋育英高等学校・法人本部の財政計画に関す

る中期計画」を検討中である。

https://www.ikuei-g.ac.jp/university/
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【エビデンス集(資料編)】

資料1-2-5 「育英大学・育英短期大学運営委員会規則」

資料1-2-6 「平成30年度 第１回運営委員会（大学・短大）議事要旨」

資料1-2-7 「平成30年度 第10回運営委員会（大学・短大）議事要旨」

資料1-2-8 「平成31年度 第２回運営委員会（大学・短大）議事要旨」

1-2-④ 三つのポリシーへの反映

すでに述べたように、本学では、建学の精神に則り、学則第１条において、学術の中心

として広く知識を授け、深く専門の学芸を教授研究し、知的、道徳的及び応用的能力を育

成するとともに、豊かな人間性と深い専門性をもつ人材を養成し、教育研究を通して社会

に貢献することを使命及び目的としている。また、これを受けて、教育学部教育学科は、

幅広い教養基盤に支えられた主体的な判断力と行動力を有し、理論と実践に基づいて応用

的に教育活動を展開できる人材を養成することを教育目的としている。

さらに、本学の使命及び目的と教育学部教育学科の教育目的を踏まえて、教育学部及び

専攻別に、３つのポリシーが以下のように定められている。

１．教育学部の３つのポリシー

＜ディプロマ・ポリシー＞

1. 教育現場に求められる教養的知識を修得し、専門的職業人としての役割を果たすこと

ができる。

2. 教育学の基礎的知識と教員の資質能力を修得し、教育者として主体的に判断し行動す

ることができる。

3. 教科指導や生徒指導に必要な知識や技能を修得し、教育活動を実践することができる。

4. 教育現場における諸課題を探求し、その成果を教育活動の実践に活かすことができる。

5. 教育学及び関連分野の基礎的理論と専門的知識を修得し、教育研究を通して地域社

会に貢献することができる。

＜カリキュラム・ポリシー＞

1. 教育現場に求められる幅広い教養を修得させるために「基礎教育科目」を設置し、専

門的職業人として役割を果たすことができるように教育する。

2. 教育に関わるさまざまな理論と教員に求められる資質能力に基づいた知識を修得させ

るために「専門教育科目」の中に「基幹科目」を設置し、教育者として主体的に判断

して行動することができるように教育する。

3. 教育現場において必要な教科や指導法についての専門的知識及び技能を修得させるた

めに「専門教育科目」の中に「展開科目」を設置し、教育活動を実践することができ

るように教育する。
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4. 体験的学習や研究を通して教育現場における実践力と課題解決能力、創造的探究能力

を修得させるために「専門教育科目」の中に「実習科目」「研究科目」を設置し、教

育活動の実践に活かすことができるように教育する。

5. 教育学及び関連分野の基礎的理論と専門的知識を修得させるために「専門教育科目」

の中に「発展科目」「関連科目」を設置し、地域社会に貢献することができるように

教育する。

＜アドミッション・ポリシー＞

1．本学の建学の精神と教育学部の教育目的を理解し、教育・保育に対する高い意識

を有する者

2. 社会を取り巻く環境に広く関心を持ち、問題を深く探求しようとする者

3. 自己の目的実現のために、日々学習し成長しようとする者

２．児童教育専攻の３つのポリシー

＜ディプロマ・ポリシー＞

1．児童教育現場に求められる教養的知識を修得し、専門的職業人としての役割を果たす

ことができる。

2. 児童教育の理念、歴史、思想、制度に関する基礎的な知識と教員に求められる資質能

力を修得し、児童教育者として主体的に判断し行動することができる。

3. 児童理解や教育相談に関する基礎的知識、技能とともに各教科に関する専門的知識、

技能を修得し、児童教育現場において教育活動を実践することができる。

4. 児童理解や学級経営等に関する諸課題を探求し、修得した児童教育者としての基本的

資質、能力を使命感と責任感をもって教育活動の実践に活かすことができる。

5. 心身の発達、学習の過程などの基礎的理論と専門的知識を修得し、教育研究を通して

地域社会に貢献することができる。

＜カリキュラム・ポリシー＞

1．児童教育現場に求められる幅広い教養を修得させるために「基礎教育科目」を設置し、

専門的職業人として役割を果たすことができるように教育する。

2. 児童教育に関わる理念、歴史、思想、制度に関する基礎的な知識と教員に求められる

資質能力を修得させるために「専門教育科目」の中に「基幹科目」を設置し、児童教

育者として主体的に判断して行動することができるように教育する。

3. 児童教育現場において必要な児童理解、教育相談、各教科についての専門的知識及び

技能を修得させるために「専門教育科目」の中に「展開科目」を設置し、児童教育現

場で教育活動を実践することができるように教育する。

4. 体験的学習や研究を通して児童教育現場における実践力と課題解決能力、創造的探究

能力を修得させるために「専門教育科目」の中に「実習科目」「研究科目」を設置し、
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使命感と責任感をもって児童教育活動の実践に活かすことができるように教育する。

5. 児童教育及び関連分野の基礎的理論と専門的知識を修得させるために「専門教育科目」

の中に「発展科目」「関連科目」を設置し、地域社会に貢献することができるように

教育する。

＜アドミッション・ポリシー＞

・教育学部のアドミッション・ポリシーの１から３に加えて、教育・保育に高い志を持ち、

社会に貢献しようとする意欲を有する者

３．スポーツ教育専攻の３つのポリシー

＜ディプロマ・ポリシー＞

1. 体育・スポーツ教育現場に求められる教養的知識を修得し、専門的職業人としての役

割を果たすことができる。

2. 体育・スポーツ教育の理念、歴史、思想、制度に関する基礎的な知識と教員に求めら

れる資質能力を修得し、スポーツ教育者として主体的に判断し行動することができる。

3. 生徒理解や教育相談に関する基礎的知識、技能とともに体育教科に関する専門的知識、

技能を修得し、体育・スポーツ教育現場において教育活動を実践することができる。

4. 生徒理解や学級経営等に関する諸課題を探求し、修得した体育・スポーツ教育者とし

ての基本的資質、能力を使命感と責任感をもって教育活動の実践に活かすことができ

る。

5. 心身の健康、身体の機能などの基礎的理論と専門的知識を修得し、教育研究を通して

地域社会に貢献することができる。

＜カリキュラム・ポリシー＞

1. 体育・スポーツ教育現場に求められる幅広い教養を修得させるために「基礎教育科目」

を設置し、専門的職業人として役割を果たすことができるように教育する。

2. 体育・スポーツ教育に関わる理念、歴史、思想、制度に関する基礎的な知識と教員に

求められる資質能力を修得させるために「専門教育科目」の中に「基幹科目」を設置

し、体育・スポーツ教育者として主体的に判断して行動することができるように教育

する。

3. 体育・スポーツ教育現場において必要な生徒理解、教育相談、体育教科についての専

門的知識及び技能を修得させるために「専門教育科目」の中に「展開科目」を設置し、

体育・スポーツ教育現場で教育活動を実践することができるように教育する。

4. 体験的学習や研究を通して体育・スポーツ教育現場における実践力と課題解決能力、

創造的探究能力を修得させるために「専門教育科目」の中に「実習科目」「研究科目」

を設置し、使命感と責任感をもって体育・スポーツ教育活動の実践に活かすことがで

きるように教育する。
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5. 体育・スポーツ教育及び関連分野の基礎的理論と専門的知識を修得させるために「専

門教育科目」の中に「発展科目」「関連科目」を設置し、地域社会に貢献することが

できるように教育する。

＜アドミッション・ポリシー＞

・教育学部のアドミッション・ポリシーの１から３に加えて、スポーツ教育専攻では、体

育・スポーツ教育に高い志を持ち、社会に貢献しようとする意欲を有する者

以上のように、本学の使命・目的及び教育目的は、学部・児童教育専攻・スポーツ教育

専攻の３つのポリシーのそれぞれに十分反映されている。

【エビデンス集(資料編)】

資料1-2-9 「平成30年度 育英大学ホームページ」（https://www.ikuei-g.ac.jp/university/）

資料1-2-10 「平成30年度 育英大学学生必携」

資料1-2-11 「育英大学 CAMPUS GUIDE 2019」

資料1-2-12 「2019年度 育英大学学生募集要項」

1-2-⑤ 教育研究組織の構成との整合性

建学の精神に基づいた本学の使命・目的及び教育目的を達成するために、本学では基本

的な教育研究組織として教育学部教育学科の１学部１学科を設置し、教育学科の中に児童

教育専攻とスポーツ教育専攻の２専攻を設けている。

さらに本学では、大学運営に関わる最上位の組織として「大学運営会議」を位置づけ、

その下に教学に関する事項を審議する組織として、専任の教授・准教授・講師及び助教を

もって組織する教育学部教授会を置き、さらに専攻ごとの教育目的を達成するために必要

な事項を審議する組織として児童教育専攻会議とスポーツ教育専攻会議を設けて、各教育

研究組織の密接な連携協力により本学の教育研究活動の充実に努めている。

以上のように、本学の教育研究組織は本学の使命・目的との整合性が図られた構成とな

っている。

【エビデンス集(資料編)】

資料1-2-13 「育英大学大学運営会議規則」

資料1-2-14 「育英大学教授会規則」

資料1-2-15 「育英大学専攻会議規則」

（3）1－2の改善・向上方策（将来計画）

建学の精神を踏まえた本学の使命・目的及び学部・専攻の教育目的については、その有

https://www.ikuei-g.ac.jp/university/
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効性について時代の変化や社会の要請を見据えつつ不断の点検及び見直しを行い、教員の

質の向上と教育環境の改善の視点から本学独自の教育研究活動の充実を図ることが重要で

ある。

今後も、大学運営会議・教授会・専攻会議を通して、役職者・教員・職員への本学の使

命・目的及び教育目的の理解・浸透を図るとともに、さまざまな広報の機会を活用して学

内外への周知と意見の集約を行い、その結果を年度ごとの事業計画並びに中期目標・中期

計画の策定に反映することによって、時代の変化に適合した見直しを行っていく予定であ

る。

［基準1の自己評価］

本学の使命・目的及び学部学科の教育目的は具体的であり、明確に示されており、建学

の精神を踏まえて簡潔に文章化されている。また、本学の個性・特色もホームページ、「学

生必携」、「CAMPUS GUIDE」を通して具体的かつ簡潔に明示されている。

また、本学の使命・目的をよりよく達成するために、平成30年度の学内運営業務及び教

育活動の自己点検を行い、完成年度以降の改革に向けた準備を行っている。

以上のことから、本学は基準１を満たしていると評価できる。
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基準2．学生

2－1 学生の受入れ

2-1-① 教育目的を踏まえたアドミッション・ポリシーの策定と周知

2-1-② アドミッション・ポリシーに沿った入学者受入れの実施とその検証

2-1-③ 入学定員に沿った適切な学生受入れ数の維持

（1）2－1の自己判定

「基準項目2－1を満たしている。」

（2）2－1の自己判定の理由（事実の説明及び自己評価）

2-1-① 教育目的を踏まえたアドミッション・ポリシーの策定と周知

本学の使命・目的及び学部・専攻の教育目的を踏まえて、アドミッション・ポリシーは、

以下に示すように、教育学部全体と専攻別（児童教育専攻・スポーツ教育専攻）に策定さ

れ、「学生募集要項」、「大学案内」に明示するとともに、ホームページを通して学内外に

公表し、周知を図っている。

＜教育学部のアドミッション・ポリシー＞

教育学部では、教育学・保育学分野に対する強い興味と関心及び学部教育に対する学習

意欲を有しており、学部教育を受けるに相応しい基礎学力と適性能力を有している者を受

け入れます。具体的には、次の資質を持つ学生を求めている。

1．本学の建学の精神と教育学部の教育目的を理解し、教育・保育に対する高い意識を有

する者

2. 社会を取り巻く環境に広く関心を持ち、問題を深く探求しようとする者

3. 自己の目的実現のために、日々学習し成長しようとする者

＜児童教育専攻のアドミッション・ポリシー＞

児童教育専攻では、上の１から３に加え、教育・保育に高い志を持ち、社会に貢献しよ

うとする意欲を有する学生を求めている。

＜スポーツ教育専攻のアドミッション・ポリシー＞

スポーツ教育専攻では、上の１から３に加え、体育・スポーツ教育に高い志を持ち、社

会に貢献しようとする意欲を有する学生を求めている。

【エビデンス集(資料編)】

資料2-1-1 「平成30年度 育英大学ームページ」（https://www.ikuei-g.ac.jp/university/）

資料2-1-2 「平成30年度 育英大学学生必携」

https://www.ikuei-g.ac.jp/university/
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資料2-1-3 「育英大学 CAMPUS GUIDE 2019」

資料2-1-4 「2019年度 育英大学学生募集要項」

2-1-② アドミッション・ポリシーに沿った入学者受入れの実施とその検証

＜入学者選抜に関する事項の審議と入学者選抜試験の実施体制＞

本学では、入学者選抜に関する事項を審議するために、教授会の下に学部長を委員長と

する入試・広報委員会を設置し、アドミッション・ポリシーに沿った入学者の受け入れを

実現するために、入学試験制度・入学試験に関する基本方針・試験問題の作成及び採点・

面接の担当者及び採点等について検討を行い、以下の入学者選抜試験を実施している。

＜入学者選抜方法＞

・AO入試：書類審査（志望理由書・調査書）、小論文、面接試験

・推薦入試（指定校・公募制）：調査書、小論文、面接試験

・特別推薦入試：調査書、活動報告書、競技実績、口頭試問

・一般入試：学力試験（国語・英語）、集団面接試験

・大学入試センター試験利用入試：センター試験（国語・英語）、小論文

＜入学者選抜における重点項目＞

本学では、大学入試センター試験利用入試以外のすべての入学試験において、面接ない

し口頭試問を課して受験者のアドミッション・ポリシーの理解度を確認し、これを合否判

定の重要な評価項目として利用している。

【エビデンス集(資料編)】

資料2-1-5 「育英大学入試・広報委員会規則」

資料2-1-6 「2019年度 育英大学学生募集要項」

2-1-③ 入学定員に沿った適切な学生受入れ数の維持

すでに述べたように、本学は平成30年4月に開学したばかりの大学であり、諸般の事情

から平成29年度の募集活動の開始が遅れたために、平成30年度の入学者は、児童教育専攻

が学生定員50名のところ25名（定員充足率50％）、スポーツ教育専攻は入学定員50名のと

ころ34名（定員充足率68％）、教育学科全体の定員充足率は59％であった。このため、平

成30年度は、開学当初から教職員が一丸となって県内・県外の高校訪問を実施して、本学

の広報及び受験者の募集活動を積極的に展開した。この結果、平成31年度の入学者は、児

童教育専攻が41名（定員充足率82％）、スポーツ教育専攻が53名（定員充足率106％）と

なり、教育学科全体では94％の入学者を確保することができた。
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また、平成30年度には、入学定員未充足の補充のために、平成31年3月7日に2年次編入

学試験（受験者：児童教育専攻2名）を行い、この2名を合格者とした。

（平成31年5月現在）

入学定員 年度 志願者数 合格者数 入学者数 入学定員充足率

児童教育専攻 平成30年度 30名 30名 25名 50％

（50名） 平成31年度 54名 48名 41名 82％

スポーツ教育専攻 平成30年度 53名 52名 34名 68％

（50名） 平成31年度 59名 58名 53名 106％

教育学科計 平成31年度 1年次生計 94名 94％
（100名） 2年次生計 61名 61％

（3）2－1の改善・向上方策（将来計画）

18歳人口が引き続き減少し、私学を取り巻く環境がより厳しさを増す中、入学者の確保

に向けた募集活動を教職員が一丸となって展開し、入学定員の充足を図ることは、教育の

質向上と同様に重要な課題となっている。開学1年目の平成30年度は、募集活動の出遅れ

のため、教育学科全体の入学者は学生定員の59％にとどまったが、平成31年度入試では、

教職員の懸命な広報並びに募集活動によって、学生定員の94％の入学者を確保することが

できた。また、平成30年度には、定員未充足の解消を目指して2年次編入学試験を行い、

平成31年度の2年次生として2名の入学者を追加することができた。

今後は、本学の少人数教育や手厚いキャリア支援の体制、奨学金制度等について、ホー

ムページやソーシャルメディア等を活用してリアルタイムの情報発信に努めるとともに、

オープンキャンパスのさらなる改善を通して参加者の増加を図ることによって、受験者の

さらなる増加を図っていく。

2－2 学修支援

2-2-① 教員と職員等の協働をはじめとする学修支援体制の整備

2-2-② TA(Teaching Assistant)等の活用をはじめとする学修支援の充実

（1）2－2の自己判定

基準項目2－2を満たしている。



- 17 -

（2）2－2の自己判定の理由（事実の説明及び自己評価）

2-2-① 教員と職員等の協働をはじめとする学修支援体制の整備

本学では、学生の学修及び授業支援に関する方針を企画・立案する組織として、「教務

委員会」、「ＦＤ・ＳＤ専門委員会」を設置している。また、すべての委員会規程において事

務職員を構成員及び事務担当者として参画させることが定められており、これによって教

員と職員が情報を共有した上で課題を明確にして協働する体制を整えて、以下に示す具体

的な学修支援が行われている。

＜学期開始時の学修支援＞

入学時及び年度開始時には、各専攻の教員と教務課の事務職員が連携し、オリエンテー

ションの実施及び履修指導を行っている。

【エビデンス集(資料編)】

資料2-2-1 「平成30年度 オリエンテーション実施計画」

＜担任制による学修支援＞

各専攻において６名～12名の学生ごとにクラス担任を置き、個々の学生に対する入学か

ら卒業までの履修指導や就学や学生生活を含めた指導を行う体制を確保している。

学生は担任にアポイントをとり、担任である教員は、授業の空き時間等を活用して、積

極的に学生の学園生活、学修や成績に関する不安、進路の悩みなどの相談に応じている。

平成30年度は開学年度であったため、担任制は１期生の１学年だけの対応となっている

が、この制度は入学後も継続され、日常的な学園生活、学修、進級の相談、さらには卒業

後の進路の相談、教員採用試験、公務員採用試験への準備など、４年間の学生生活全般に

わたって指導を行うことになる。

また、中途退学あるいは休学などの学生からの相談については、担任が中心となって学

生との個別面談を行い、必要に応じて保護者とも面談の上、学生にとって最良の結論を導

き出すよう努めている。これらの学生に関する情報は、毎月開催される専攻会議において

各教員に共有され、実態把握や原因分析、改善の検討を行うなど、専攻全体できめ細やか

な対応に努めている。

【エビデンス集(資料編)】

資料2-2-2 「平成30年度 クラス担任一覧」

資料2-2-3 「平成30年度 専攻別の退学者の推移(過去１年間)」



- 18 -

＜オフィスアワーを利用した学修支援＞

すべての専任教員が、週２回各90分をオフィスアワーとして、学生個々の学園生活や学

修等に関する相談に応じる体制を設けている。オフィスアワーについては、掲示及び電子

メールで、学生への周知を図っている。また、外部講師については、休み時間等の時間を

利用して、専任教員と同様に学修等に関する相談に応じる体制を設けている。

【エビデンス集(資料編)】

資料2-2-4 「平成30年度 オフィスアワー一覧」

＜ポータルサイトを利用した学修支援＞

本学では、ポータルサイト〔アクティブアカデミー(学務システム)〕を利用して、学生

個人に時間割や休講、補講等の学務情報の提供、教材の配布等を行ない、さらに学生個人

が履修登録・出席状況・成績の確認・レポート提出などを行うことができるなどの学修支

援を行っている。

さらに、このポータルサイトを利用して、職員並びに各専攻の教員が、学生の住所、連

絡先及び出身高校等の基本情報のほか、履修科目における出席状況等の情報を共有するこ

とによって、授業担当教員・担任・事務職員が協働して学修支援にあたっている。

【エビデンス集(資料編)】

資料2-2-5 「平成30年度 育英大学学生必携」：

(学生用 学務Ｗｅｂシステムマニュアル)

＜ＧＰＡを活用した学修支援＞

学期ごとに学期ＧＰＡに基づいて各専攻における学業成績優秀者（原則として、各専攻

の各年次在学生数の２％以内）を選考し、「成績優秀奨学生認定書」を授与している。ま

た、翌学期に納める授業料の２分の１の額を奨学金として支給している。

さらに、学期ごとにＧＰＡが一定の水準に達しない学生を個別に把握し、担任により面

談のうえ、修学意欲の維持に向けた指導を行っている。また専任教員が補習等の必要な学

修支援を実施している。

【エビデンス集(資料編)】

資料2-2-6 「育英大学ＧＰＡに関する規則」

資料2-2-7 「育英大学及び育英短期大学の奨学金支給規則」

＜「授業改善のための学生アンケート」を活用した学修支援＞
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本学では、授業に対する学生たちの意見を反映させるために、ＦＤ・ＳＤ専門委員会が

行う教育の質の向上を目指すファカルティ・ディベロップメント活動の一環として、「授

業改善のための学生アンケート」を、各学期後半の授業時間内に全開講科目を対象として

実施している。アンケートの集計結果及び解析データは担当教員にフィードバックされ、

担当教員は科目ごとに結果に基づく自己点検を行い、報告書をＦＤ・ＳＤ専門委員会に提

出することで授業改善を図っている。

【エビデンス集(資料編)】

資料2-2-8 「育英大学ＦＤ・ＳＤ専門委員会内規」

資料2-2-9 「平成30年度 授業改善のための学生アンケート」

資料2-2-10 「平成30年度 授業担当教員による自己点検・評価報告書」

資料2-2-11 「平成30(2019)年度 授業改善のための学生アンケート集計結果」

2-2-② TA(Teaching Assistant)等の活用をはじめとする学修支援の充実

本学には大学院が設置されておらず、TA(Teaching Assistant)を活用できる状況にはな

い。今後の学年進行に伴って、SA(Student Assistant)の活用を検討していく予定である。

（3）2－2の改善・向上方策（将来計画）

本学では、学生に対する学修支援及び授業支援については教職員一丸となって行ってい

るが、今後は学生の視点に立った細かな要望や改善に関する意見を汲み上げられるように

「授業改善のための学生アンケート」の内容を検討して、学修支援をより有効なものへと

改善する予定である。

また、本学には大学院がないので、たとえばVTRや映像資料を用いる授業等で授業補助

が必要な場合には、授業の事前事後に教員の指示に基づいて事務職員が機器の設置や教室

環境の整備を行っている。今後は学年進行に伴って、SAの活用によって可能になる学修支

援及び授業支援の方法を構築していく予定である。

2－3 キャリア支援

2-3-① 教育課程内外を通しての社会的・職業的自立に関する支援体制の整備

（1）2－3の自己判定

基準項目2－3を満たしている。

（2）2－3の自己判定の理由（事実の説明及び自己評価）
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2-3-① 教育課程内外を通しての社会的・職業的自立に関する支援体制の整備

＜教育課程内におけるキャリア支援＞

本学の教育課程の特徴は、１年次に「教職体験実習」を行い、２年次から小学校の学習

補助や中学校のクラブ活動補助などを行う「くっつき実習」を開始し、３年次に「授業観

察演習」、「授業実践演習」、４年次に「教育実習」を行うという流れの中で、教育現場と

のつながりを大切にしながら、実践力のある社会人を養成するところにある。

また、社会に貢献できる実践力を身につけ、職業人として自立することを目標にして、

基礎教育科目の３年次に「社会的・職業的自立Ⅰ」を、４年次に「社会的・職業的自立Ⅱ」

を必修科目として開講している。

＜教育課程外におけるキャリア支援＞

本学では、２年次の春休み、３年次の夏休み・冬休み・春休みの合計4回の長期休業を

使って、教育課程外で専門学校の講師が指導する「教員・公務員採用試験対策講座」を開

設する予定である。この講座では、教員採用試験対策講座として90分×77コマの授業が、

公務員採用試験対策講座として90分×68コマの授業が予定されており、大学からの費用補

助があるため、学生は受講料の一部のみを負担することになっている。

＜学内におけるキャリア支援体制＞

本学では、学生の就職活動の支援を行う教員組織として、教職・キャリアセンターに「教

職支援室」と「キャリア支援室」を設置し、事務局の教務課に「教職・実習サポート室」

を、キャリアサポート課に「キャリアサポート室」を設置して、クラス担任と教務課及び

学生支援課が連携を図りながら学生の進路支援と就職支援を行うことができる体制を構築

している。

この体制の中で、「キャリアサポート室」には１名のキャリアカウンセラーが常駐して、

主として一般企業への就職支援として、就職情報の提供、進路の相談をはじめとして、具

体的な就職活動の指導や進路相談や指導を行う予定である。また、「キャリアサポート室」

には、求人用掲示板を設置し、求人票ファイル、企業･施設･公務別ファイル、就職資料、

編入学資料、就職対策冊子を配架するとともに、常時パソコンが利用可能となっている。

今後はさらにパソコンを利用した情報検索がしやすい環境の整備を図りたい。

また、2年次の春休みから始まる「教員・公務員採用試験対策講座」に先駆けて、教職

課程専門委員会が中心になって、平成30年11月６日から12月18日の間の火曜日１限（７回）

と平成31年１月８日～１月19日の間の火曜日１限（７回）に1年次の希望学生を対象に「教

員採用試験対策講座」を開催した。

【エビデンス集（資料編）】
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資料2-3-1 「育英大学 CAMPUS GUIDE 2019」

資料2-3-2 「育英大学教職・キャリアセンター規則」

（3）2－3の改善・向上方策（将来計画）

本学では、教育現場とのつながりを大切にしながら実践力のある社会人を育てるために、

４年間を通して「教職体験実習」－「くっつき実習」－「授業観察演習」・「授業実践演

習」－「教育実習」を行うカリキュラムと、職業人として自立するためのカリキュラムを

３・４年次に必修科目として開設している。また、教育課程外のキャリア支援として、２

年次の春休みに提携している専門学校の講師が指導する「教員・公務員採用試験対策講座」

を開設する予定である。

今後は、さらに２年後期に、一般企業への就職活動を支援するためのガイダンスを開設

して、企業の採用試験に向けたキャリア支援を行う予定である。

2－4 学生サービス

2-4-① 学生生活の安定のための支援

（1）2－4の自己判定

基準項目2－4を満たしている。

（2）2－4の自己判定の理由（事実の説明及び自己評価）

2-4-① 学生生活の安定のための支援

本学では、教育組織である学生支援委員会と連携して、学生サービス・厚生補導を担う

事務組織として学生支援課が以下に示す事項の支援を行う体制を整備している。

＜保健室の設置＞

保健室は、毎年４月に健康診断を実施して学生の健康の保持・増進を図るとともに、学

生支援委員会、学生相談室、クラス担任と連携を密にしながら、健康相談、心理的支援、

生活相談等を行う体制を整えている。

なお、平成30年度に保健室を利用した学生は18名であった。

＜学生相談室の設置＞

心理的な問題を抱えた学生に対する援助のために学生相談室を設置し、専門カウンセラ

ーを配置して、メンタルヘルスに関する悩みや精神的な問題を抱えた学生に必要な支援を

行っている。

なお、平成30年度に学生相談室に相談にきた学生は０名であった。
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＜障害学生修学支援専門委員会の設置＞

また、障害者の受入れに関しては、現在のところ肢体不自由を伴う学生の入学はないが、

個人の障害特性に応じた配慮や修学支援が行えるよう、障害学生修学支援専門委員会を設

置して検討を進めている。さらに、発達障害のある学生への合理的配慮に関する具体的な

対応についても今後検討する予定である。

＜学生の意見・要望等への対応＞

学生生活全般に関する学生の意見や要望を的確に把握するために、男子及び女子ロッカ

ールーム周辺に意見箱を設置し、学生がいつでも意見・要望を発信できる体制を整えて、

学生サービスの向上に役立てるとともに、クラブ活動、学校行事、学生会活動に関して教

職員がきめ細かく学生対応を行い、各活動の活性化を図っている。

なお、平成30年度に意見箱に投稿された件数は4件であり、これらの意見についてはそ

の都度学生支援委員会において検討し適切に対応した。

また年度末には、「学生満足度アンケート」を実施して学生の意見・要望等の把握に努

め、学生サービスのさらなる向上と改善に役立てている。なお、平成30年度は、在籍者59

名全員にアンケート調査を行い、57名からアンケートを回収し、学生支援委員会において

結果を分析し、次年度に向けた改善を検討した。

＜通学支援＞

学生の通学支援のために、「JR高崎駅」と大学間、及び「JR 新前橋駅」と大学間で、

それぞれ無料スクールバスを運行している。また天候その他諸々のイレギュラーな事態に

対しては、マイクロバスを適宜活用している。

さらに学内には約450台分の駐車場とバイク･自転車の駐輪場を備えている。

＜学生サービスのための学内施設及び設備＞

①ロッカー室

本学に男女更衣室及びロッカー（女子：224個/男子：128個）を設置して、希望者に

貸与している。なお、平成30年度にロッカーを利用した学生は41名であった。

②学生食堂

本学の学生食堂は、今年度60席を増設して296席となり、運営を外部委託して安価

でバラエティーに富んだ食事を提供している。また、ラウンジ内のコンビニにパン類や

菓子、飲料などの品揃えを充実させ、学生の便に供している。

③バーベキュースペース等

学内では、いたる所に樹木を植え、ガゼボを配置する等の環境美化に努め、バーベキ
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ュースペースを１カ所設置して学生に憩いの場を提供している。

＜宿舎・アルバイト等の紹介＞

家を離れて暮らしている学生に対しては、平成30年度は希望学生にアパートに関する資

料を6件送付したほか、育英短期大学と合同で５月７日（４名参加）と12月３日（２名参

加）の２回「一人暮らし学生のための交流会」を実施し、孤独・不安の軽減や危険の回避

等に役立てている。また、希望する学生に平成30年度は102件アルバイトの紹介を行った。

＜学生に対する経済的支援＞

本学は、日本学生支援機構の奨学金以外に、学生への経済的支援として以下の制度を運

用している。

①学生納付金の免除

対象者：本学に、前橋育英高等学校から入学する者、本学園に勤務する常勤職員の

子女で入学する者、育英大学を卒業又は退学した者が再入学する者、育英メディカル

専門学校との「学生受け入れに関する覚書」に基づく免除に該当する者、学生が入学

すした年度、その前年度及び前々年度に兄姉が入学している者。

なお、平成30年度は、前橋育英高校からの入学者に対する入学金の減免（８名）、

経済的理由による授業料の免除（前期１名、後期１名）以外の項目に該当する者はい

なかった。

②特別奨学金支給制度

対象者：入学試験に合格した者で、学業成績又は競技成績が特に優秀な者。

なお、これに該当した者は、平成30年度は17名であった。

③成績優秀者に対する奨学金支給制度

対象者：学期ごとの学業成績が特に優秀な者。

なお、これに該当した者は、平成30年度は、児童教育専攻１年生１名とスポーツ教

育専攻１年生１名の合計２名であった。

④卒業予定者奨学金貸与制度

対象者：卒業を目前にして家計の急変などによって学生納付金の納入に困難を来し

ている者で、卒業後の就職が確実な者。

平成30年度実績：本年度開学のため対象者なし。

⑤学内ワークスタディ制度

本学に在籍する学生を本学の業務に補助的に従事させることによって経済的支援を

行う。なお、平成30年度は45名の学生が学校見学会の補助業務を行った。

＜課外活動等の支援＞
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本学では、学生生活の充実を図るための活動を推進することを目的として、学生全員が

会員となる学生会を組織し、学生支援課が窓口となり、主に学生支援委員会がその円滑な

運営を支援している。

学生会では、クラスごとに大学祭実行委員と球技大会実行委員を選出し、クラスの連携

及び協力活動を推進するために、大学祭実行委員会と球技大会実行委員会を組織している。

また、学生会には、会長、副会長、書記、会計、会計監査、大学祭実行委員長、球技大会

実行委員長から構成される学生会役員会を置き、毎年実施される学生総会の運営、球技大

会、一人暮らしの学生のための交流会の運営、クリスマス会の運営等を行っている。

毎年４月には、年間の各種イベントを円滑に運営するために、学生会役員と学生支援委

員会の教員、学生支援課の職員が参加して、宿泊を伴うリーダー研修会を実施して学生会

活動の年間計画を作成し、球技大会実行委員と大学祭実行委員は、毎年開催されている球

技大会と大学祭（桔梗祭）の企画・立案の段階から、学生支援委員会及び学生支援課と連

携して円滑なイベントの開催に向けた準備を進めている。

さらに、大学祭（桔梗祭）の開催にあたっては、学内の施設設備を活用した企画や芸能

人企画などを実施し、学生、教職員だけでなく、地域一般市民も参加して、本学と地域が

交流する場となっている。また、大学祭（桔梗祭）の実施にあたっては、本学の同窓会組

織である桔梗会や保護者会組織である飛翔会から、運営費用の一部として補助金が支給さ

れている。

本学の部活動については、年度当初に、学生会が体育系及び文化系のクラブ・サークル

の学生責任者を集めて活動状況の把握に努め、学生支援課と学生支援委員会が連携して、

各種活動の支援体制を整備するとともに、本学のクラブ活動に関わる予算を作成し、執行

している。その他、本学後援組織である後援会からクラブ活動支援費が支給されている。

また、陸上部（駅伝）、レスリング部、女子バレーボール部を指定強化クラブとし、大学

と学生会が一体となって、全国レベルの活躍を目指す活動の支援を行っている。

これ以外に、「特別賞」を制度化し、課外活動において優れた成果を収めた個人又は団

体に対し表彰を行っている。

【エビデンス集（資料編）】

資料2-4-1 「育英大学学生支援委員会規則」

資料2-4-2 「育英大学障害学生修学支援専門委員会内規」

資料2-4-3 「育英大学における学生納付金の免除等に関する規則」

資料2-4-4 「育英大学特別奨学金支給規則」

資料2-4-5 「育英大学及び育英短期大学の経済的理由に基づく授業料減免規則」

資料2-4-6 「育英大学及び育英短期大学の奨学金支給規則」

資料2-4-7 「育英大学及び育英短期大学の卒業予定者奨学金貸与規則」
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資料2-4-8 「育英大学及び育英短期大学の学内ワークスタディ取扱規則」

（3）2－4の改善・向上方策（将来計画）

学生生活をより安定し、充実したものとするために、今後も引き続き、年度末に実施し

ている「学生満足度アンケート」の内容を改善して学生の意見・要望を的確に把握すると

ともに、教員組織である学生支援委員会と事務組織である学生支援課が緊密に連携できる

体制を確立することによって、適切な支援や改善を速やかに実施していく。

2－5 学修環境の整備

2-5-① 校地、校舎等の学修環境の整備と適切な運営・管理

2-5-② 実習施設、図書館等の有効活用

2-5-③ バリアフリーをはじめとする施設・設備の利便性

2-5-④ 授業を行う学生数の適切な管理

（1）2－5の自己判定

基準項目2－5を満たしている。

（2）2－5の自己判定の理由（事実の説明及び自己評価）

2-5-① 校地、校舎等の学修環境の整備と適切な運営・管理

本学は群馬県高崎市にあり、ＪＲ高崎駅よりバスで約２０分、ＪＲ新前橋駅よりバスで

約１５分の場所に位置しており、校地面積は48,368㎡で大学設置基準上(4,000㎡)の面積

を十分満たしている。また、運動場の面積は15,171㎡で陸上用グラウンド兼サッカー場を

備えており、屋外運動場としては十分な面積となっている。その他、学生の休息できる場

所やその他の利用のための適当な空地も十分に確保されており、大学教育に相応しい環境

を整えている。

校舎は、主に講義室、演習室、実験室、体育館、図書館、研究室で構成されており、併

設の短期大学と共用している。また、校舎面積は10,758㎡で、大学設置基準上(5,453㎡)

の面積を十分に満たしている。

講義室･演習室等については、講義室16室、演習室37室、実験・実習室３室、情報処理

室２室、語学学習室１室があり、マルチAVシステム機器を13教室に整備するとともに情報

処理室では、154台のPCを設置し、うち54台はCALLシステムに対応している。また、音楽

系授業を行うために、音楽室には電子ピアノを51台設置している。

体育館は、バレーボール、バスケットボール、バドミントン、卓球などが行えるアリー

ナのほか、トレーニングルームや合宿室など必要とされる設備を整備し、その面積は2,16
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3㎡となっている。

さらに、本学の施設・設備は、事務局管理課が主体となって点検・整備を行い、建物の

定期調査は隔年で、防災設備については定期検査を年２回、専門業者による検査を実施し、

建物及び防災の安全･維持管理に努め、不適切な箇所については、交換･修理により改善・

整備を行っている。また、全学生･教職員に対して学内での防災避難訓練を毎年実施して

おり、消防署員による地震再現特殊車両による地震体験、消火器による消火訓練を組み入

れながら地震･火災を想定した避難誘導訓練を行っている。平成30年度は10月４日に防災

訓練を実施した。

防犯対策については、外部委託警備会社によるガードマンのキャンパス内巡回警備と夜

間機械警備により安全管理を行っている。

さらに、コンピュータシステムのセキュリティ対策として、学内にサーバ室を設置し、

認証システムや学務システムを集中管理している。各システムは、外部業者と保守契約を

結んでおり、定期的にハードウェアの点検やソフトウェアのアップデート等に努めている。

また、省エネ及び地球環境保全対策については、夏季･冬季のそれぞれで「省エネルギ

ー対策の実施」を行っており、空調機器の運転ガイドライン（室内温度を冷房は28℃、暖

房は23℃）により学生・教職員への理解と周知に努めている。

2-5-② 実習施設、図書館等の有効活用

本学の教育課程に即して、保育士、幼稚園教諭、小学校教諭、中学校・高等学校教諭を

養成するにあたり、実践的教育に主眼を置き、保育演習室、調理実習室、絵画実習室、ピ

アノレッスン室、スポーツ科学実験室を配置するとともに、ＩＣＴを活用した授業に対応

するためにネットワークインフラを整備してマルチメディア機器や無線LANを配備してい

る。また、教育・保育実習では、県内の小中学校をはじめ、保育園・認定こども園、社会

福祉施設などと連携を図り、現場での体験学習を行っている。

本学の図書館には、２階に受付カウンター、検索コーナー、視聴覚資料、新聞･雑誌･紀

要、参考図書、大型本、コピー機、コインロッカー、閲覧席、ワークスペース、書庫が配

置されており、３階に一般図書と製本雑誌、閲覧席と個人用キャレル、AVブースが配置さ

れている。さらに、図書館には、座席数110席（2階32席、3階69席、キャレル3席、AVブー

ス6席）の閲覧席が設けられ、図書は59,280冊、AV資料3,148点が配置されている。学術雑

誌については、5,115タイトル（うち電子ジャーナル5,046タイトル）が閲覧可能となって

おり、契約データベース３件が利用可能になっている。また、図書館の管理運営システム

として、株式会社ブレインテック社製の「情報館」を導入しており、国立情報学研究所の

所蔵目録の検索や他の大学図書館等との文献複写や相互貸借等のサービスも可能となって

いる。学生・教職員は、このシステムを利用し、館内の所蔵資料の検索はもちろんのこと

学外の学術情報を検索することが可能となっている。
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2-5-③ バリアフリーをはじめとする施設・設備の利便性

本学の施設のバリアフリー化は、現状では不十分であり、今後の早急な改善が望まれる。

現在、車椅子による移動が必要な場合は、教職員や学生が介助に当たることになっており、

このためにGmail(電子メール)のアカウントを学生･教職員の全員に割り当てて緊急の連絡

がとれる体制を整備している。また、本学の建物は、一部３階はあるものの、原則２階建

てとなっているために、教室移動がスムーズにできるようになっており、学内には多目的

トイレを設置して、障害のある人たちの便宜を図っている。

2-5-④ 授業を行う学生数の適切な管理

本学は、入学定員100名(児童教育専攻50名、スポーツ教育専攻50名)の小規模大学であ

り、基礎教育科目及び専門教育科目の講義･演習･実技･実習について、授業を行う学生数

は適切に管理されている。

授業実施にあたって教育目的を効果的かつ確実に達成するために、授業科目ごとの受講

学生数は授業形態に基づいて原則として次のように決定している。

講義：50名～100名、演習及び実験・実習：25名～50名

【エビデンス集（資料編）】

資料2-5-1 「平成30年度 育英大学時間割表」

（3）2－5の改善・向上方策（将来計画）

本学の学内LANは平成12年に整備されたものであり、それ以降本格的な整備を行ってい

ない。このため学内インフラの老朽化が進んでおり、ネットワーク機器の更新だけでなく、

インフラ全体の更新が必要であり、次年度に向けて、このための整備計画を策定し、学内

のネットワーク環境の整備を進めていく予定である。

また、今後さらに普及が予想される高機能の電子機器の導入と同時に、これらの機器を

十分に活用するために、教職員の情報リテラシーを向上させるための講習会の開催を検討

する予定である。

2－6 学生の意見・要望への対応

2-6-① 学修支援に関する学生の意見・要望の把握・分析と検討結果の活用

2-6-② 心身に関する健康相談、経済的支援をはじめとする学生生活に関する学生の意見

・要望の把握・分析と検討結果の活用

2-6-③ 学修環境に関する学生の意見・要望の把握・分析と検討結果の活用
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（1）2－6の自己判定

「基準項目2－6を満たしている。」

（2）2－6の自己判定の理由（事実の説明及び自己評価）

2-6-① 学修支援に関する学生の意見・要望の把握・分析と検討結果の活用

本学では、各学期末に、授業に対する学生たちの意見を反映させることを目的にして、

「授業改善のための学生アンケート」を実施し、アンケート結果を授業担当教員にフィー

ドバックし、授業担当教員が自己点検を行うとともに、その報告書をＦＤ・ＳＤ専門委員会

に提出することによって授業改善を図っている。

また、毎年度末に、学生サービスの向上に役立てる目的で、「学生満足度アンケート」

を実施して学生の意見・要望等の把握に努めている。

さらに本学では、男・女ロッカールーム周辺に意見箱を設置し、学生支援課と学生支援

委員会が協力して学生生活全般に関する学生の意見・要望等に対応する制度を整えてい

る。

【エビデンス集（資料編）】

資料2-6-1 「平成30年度(2019）授業改善のための学生アンケート集計結果」

資料2-6-2 「平成30年度 授業担当教員による自己点検・評価報告書」

資料2-6-3 「平成30年度 学生満足度アンケート集計結果」

2-6-② 心身に関する健康相談、経済的支援をはじめとする学生生活に関する学生の意見

・要望の把握・分析と検討結果の活用

毎年度末に行う「学生満足度アンケート」において、保健室・学生相談室・学内奨学金

制度・一人暮らしをしている学生への支援などについて学生の意見・要望等を調査し、調

査結果を学生支援委員会が検討して改善に努めている。

【エビデンス集（資料編）】

資料2-6-4 「平成30年度 学生満足度アンケート集計結果」

2-6-③ 学修環境に関する学生の意見・要望の把握・分析と検討結果の活用

上記の「学生満足度アンケート」において、授業・教員・職員・教室・図書館・情報演

習室・体育館・学生支援などについて学生の意見・要望を調査し、調査結果を学生支援委

員会が検討して改善に努めている。

また、学生生活に関する学生の意見や要望を的確に聴取するための意見箱を設置し、学
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生がいつでも意見・要望を発信できる体制を採っており、学生支援課と学生支援委員会が

一体となって学生の意見等を広く汲み上げ、学生サービスの向上につとめている。

【エビデンス集（資料編）】

資料2-6-5 「平成30年度 学生満足度アンケート集計結果」

（3）2－6の改善・向上方策（将来計画）

上記の「授業改善のための学生アンケート」では、担当教員にアンケート結果をフィー

ドバックすることによって授業改善を促すことはできているが、今後はさらにＦＤ・ＳＤ専

門委員会において、アンケートの調査項目を検討し、アンケートの内容が学修支援全体を

網羅できるように修正を行い、現在の問題点を把握して改善への提言をまとめる予定であ

る。

［基準2の自己評価］

本学のアドミッション・ポリシーは適切に策定されている。また、アドミッション・ポ

リシーに沿った入学者を受け入れるために、大学センター試験利用入試以外のすべての入

試において面接ないし口頭試問を課すなど、適切な選抜試験を実施している。さらに、開

学初年度の入学者は定員を大きく下回ったが、２年目は入学定員に近い学生を受け入れ、

３年目以降は入学定員を維持できる予定である。また、学修支援・キャリア支援・学生サ

ービス・学習環境の整備・学生の意見・要望への対応を適切に実施しているが、今後さら

に改善をする予定である。

以上のことから、本学は基準２を満たしていると評価できる。
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基準3．教育課程

3－1 単位認定、卒業認定、修了認定

3-1-① 教育目的を踏まえたディプロマ・ポリシーの策定と周知

3-1-② ディプロマ・ポリシーを踏まえた単位認定基準、進級基準、卒業認定基準、修了

認定基準等の策定と周知

3-1-③ 単位認定基準、進級基準、卒業認定基準、修了認定基準等の厳正な適用

（1）3－1の自己判定

「基準項目3－1を満たしている。」

（2）3－1の自己判定の理由（事実の説明及び自己評価）

3-1-① 教育目的を踏まえたディプロマ・ポリシーの策定と周知

本学の使命・目的及び学部・専攻の教育目的を踏まえて、ディプロマ・ポリシーは、以

下に示すように、教育学部全体と専攻別（児童教育専攻・スポーツ教育専攻）に策定され、

「学生必携」を通して学生に明示するとともに、ホームページで広く学内外に公表し、周

知を図っている。

＜教育学部におけるディプロマ・ポリシー＞

教育学部では、幅広い教養基盤に支えられた主体的な判断力と行動力を有し、理論と実

践に基づいて応用的に教育活動を展開できる人材の養成を目的としている。

この目的を達成するために、教育学部では、以下の通り、卒業認定・学位授与の方針（デ

ィプロマ・ポリシー）を定めている。

①教育現場に求められる教養的知識を修得し、専門的職業人としての役割を果たすこと

ができる。

②教育学の基礎的知識と教員の資質能力を修得し、教育者として主体的に判断し行動す

ることができる。

③教科指導や生徒指導に必要な知識や技能を修得し、教育活動を実践することがで

きる。

④教育現場における諸課題を探求し、その成果を教育活動の実践に活かすことができる。

⑤教育学及び関連分野の基礎的理論と専門的知識を修得し、教育研究を通して地域社会

に貢献することができる。

＜児童教育専攻のディプロマ・ポリシー＞

児童教育専攻では、幼児期から児童期における教育に関する専門的な知識とその知識を

統合的に理解し、応用することができる人材を養成するために、以下の通り、ディプロマ

・ポリシーを定めている。
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①児童教育現場に求められる教養的知識を修得し、専門的職業人としての役割を果たす

ことができる。

②児童教育の理念、歴史、思想、制度に関する基礎的な知識と教員に求められる資質能

力を修得し、児童教育者として主体的に判断し行動することができる。

③児童理解や教育相談に関する基礎的知識、技能とともに各教科に関する専門的知識、

技能を修得し、児童教育現場において教育活動を実践することができる。

④児童理解や学級経営等に関する諸課題を探求し、修得した児童教育者としての基本的

資質、能力を使命感と責任感をもって教育活動の実践に活かすことができる。

⑤心身の発達、学習の過程などの基礎的理論と専門的知識を修得し、教育研究を通して

地域社会に貢献することができる。

＜スポーツ教育専攻のディプロマ・ポリシー＞

スポーツ教育専攻では、体育・スポーツに関する専門的な知識とその知識を統合的に理

解し、応用することができる人材を養成するため、以下の通り、ディプロマ・ポリシーを

定めている。

①体育・スポーツ教育現場に求められる教養的知識を修得し、専門的職業人としての役

割を果たすことができる。

②体育・スポーツ教育の理念、歴史、思想、制度に関する基礎的な知識と教員に求めら

れる資質能力を修得し、スポーツ教育者として主体的に判断し行動することができる。

③生徒理解や教育相談に関する基礎的知識、技能とともに体育教科に関する専門的知識、

技能を修得し、体育・スポーツ教育現場において教育活動を実践することができる。

④生徒理解や学級経営等に関する諸課題を探求し、修得した体育・スポーツ教育者とし

ての基本的資質、能力を使命感と責任感をもって教育活動の実践に活かすことができ

る。

⑤心身の健康、身体の機能などの基礎的理論と専門的知識を修得し、教育研究を通して

地域社会に貢献することができる。

【エビデンス集（資料編）】

資料3-1-1 「平成30年度 育英大学学生必携」

資料3-1-2 「平成30年度 育英大学ホームページ」（https://www.ikuei-g.ac.jp/university/）

3-1-② ディプロマ・ポリシーを踏まえた単位認定基準、進級基準、卒業認定基準、修

了認定基準等の策定と周知

本学では、上に述べた教育学部、児童教育専攻並びにスポーツ教育専攻のディプロマ・

ポリシーを踏まえて、単位の認定基準は学則第14条～23条に、進級基準は履修規則第24条

https://www.ikuei-g.ac.jp/university/
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に、卒業認定基準は学則第24条～第27条と履修規則第25条（別表１・２を含む）に明記さ

れている。これらの内容は、「学生必携」を通して学生に指導するとともに、ホームペー

ジを通して広く学内外に周知を図っている。

【エビデンス集（資料編）】

資料3-1-3 「育英大学学則」

資料3-1-4 「育英大学履修規則」

3-1-③ 単位認定基準、進級基準、卒業認定基準、修了認定基準等の厳正な適用

＜単位認定基準＞

単位の算出方法は、大学設置基準に則り、１単位45時間の学修を基本とし、講義は15時

間の授業をもって１単位、演習は15～30時間の授業をもって、実験・実習及び実技は30時

間から45時間の授業をもって１単位とすることが学則第23条に明記されている。

単位認定は、試験、レポート、その他の方法により行うことが学則第15条に、成績の評

価はS(90点～100点)、A（80点～89点）、B（70点～79点）、C（60点～69点）、D（59点以下）

の５段階で行い、S、A、B及びCを合格、Dを不合格とすることが学則第22条に定められて

いて、この基準は厳正に適用されている。さらに、個々の授業科目については、学生必携

の「成績評価の方法」欄において、成績評価を行う具体的な項目とその比率等を明示し、

学生に公表している。

＜進級基準＞

進級基準については、２年次までに基礎教育科を10単位以上、専門教育科目を25単位以

上、合わせて40単位以上の単位を修得していない者は3年次に進級できないこと、また３

年次までに、基礎教育科目を20単位以上、専門教育科目を50単位以上、合わせて85単位以

上を修得していない者は４年次に進級することができないことが、履修規則第24条に定め

られており、次年度以降、この基準は厳正に適用される予定である。

＜卒業認定基準＞

卒業の認定については、本学に４年以上在学し、124単位以上を修得しなければならな

いことが学則第24条に規定されており、卒業の認定にあたってはこの基準に基づいて教授

会において厳正に審議し、学長が認定する予定である。

＜他の大学等における修得単位の認定及び入学前の既修得単位等の認定基準＞

教育上有益と認められるときは、学生が他の大学又は短期大学において履修した授業科

目について修得した単位を本学における授業科目の履修により修得したものと見なすこと
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ができること、学生が本学に入学する前に本学、他大学等及び大学以外の教育施設の学修

において履修した授業科目について修得した単位（大学設置基準に定める科目等履修生と

して修得した単位を含む。）を本学における授業科目の履修により修得したものと見なす

ことができること、また前二項の規定により修得したものと見なすことのできる単位数は、

編入学、転入学等の場合を除き、合わせて60単位を超えないものとすることが、学則第16

条及び第17条に規定されており、この規定は厳正に適用されている。

【エビデンス集(資料編)】

資料3-1-5 「育英大学学則」

資料3-1-6 「育英大学学生必携」

資料3-1-7 「育英大学履修規則」

（3）3－1の改善・向上方策（将来計画）

本学では、学則、諸規程、ディプロマ・ポリシー、カリキュラム・ポリシー、アドミッ

ション・ポリシー、並びに単位認定基準、進級基準、卒業認定基準等について継続的に自

己点検・評価活動を行い、改善の必要性について検討を行って行く予定であるが、すでに

述べたように、本学は平成30年度４月開学の新設大学であるために、教育の質保証のため

に必要な改定は令和３年度（完成年度）以降に行う予定である。

3－2 教育課程及び教授方法

3-2-① カリキュラム・ポリシーの策定と周知

3-2-② カリキュラム・ポリシーとディプロマ・ポリシーとの一貫性

3-2-③ カリキュラム・ポリシーに沿った教育課程の体系的編成

3-2-④ 教養教育の実施

3-2-⑤ 教授方法の工夫・開発と効果的な実施

（1）3－2の自己判定

「基準項目3－2を満たしている。」

（2）3－2の自己判定の理由（事実の説明及び自己評価）

3-2-① カリキュラム・ポリシーの策定と周知

本学の使命・目的及び学部・専攻の教育目的を踏まえ、「カリキュラム･ポリシー」は

以下に示すように、教育学部全体と専攻（児童教育専攻・スポーツ教育専攻）別に策定さ

れ、「学生必携」を通して学生に明示するとともに、ホームページで広く学内外に公表し、
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周知を図っている。

＜教育学部におけるカリキュラム・ポリシー＞

教育学部では、幅広い教養基盤に支えられた主体的な判断力と行動力を有し、理論と実

践に基づいて応用的に教育活動を展開できる人材の養成を教育目的としている。

この目的を達成するために、教育学部では、教育課程を「基礎教育科目」と「専門教育

科目」の２つの科目区分に分け、以下の通り、教育課程編成の方針（カリキュラム・ポリ

シー）を定めている。

①教育現場に求められる幅広い教養を修得させるために「基礎教育科目」を設置し、専

門的職業人としての役割を果たすことができるように教育する。

②教育に関わるさまざまな理論と教員に求められる資質能力に基づいた知識を修得させ

るために「専門教育科目」の中に「基幹科目」を設置し、教育者として主体的に判断

して行動することができるように教育する。

③教育現場において必要な教科や指導法についての専門的知識及び技能を修得させるた

めに「専門教育科目」の中に「展開科目」を設置し、教育活動を実践することができ

るように教育する。

④体験的学習や研究を通して教育現場における実践力と課題解決能力、創造的探究能力

を修得させるために「専門教育科目」の中に「実習科目」「研究科目」を設置し、教

育活動の実践に活かすことができるように教育する。

⑤教育学及び関連分野の基礎的理論と専門的知識を修得させるために「専門教育科目」

の中に「発展科目」「関連科目」を設置し、地域社会に貢献することができるように

教育する。

＜児童教育専攻のカリキュラム・ポリシー＞

児童教育専攻では、幼児期から児童期における教育に関する専門的な知識とその知識を

統合的に理解し応用することができる人材を養成するため、以下の通り、カリキュラム・

ポリシーを定めている。

①児童教育現場に求められる幅広い教養を修得させるために「基礎教育科目」を設置し、

専門的職業人として役割を果たすことができるように教育する。

②児童教育に関わる理念、歴史、思想、制度に関する基礎的な知識と教員に求められる

資質能力を修得させるために「専門教育科目」の中に「基幹科目」を設置し、児童教

育者として主体的に判断して行動することができるように教育する。

③児童教育現場において必要な児童理解、教育相談、各教科についての専門的知識及び

技能を修得させるために「専門教育科目」の中に「展開科目」を設置し、児童教育現

場で教育活動を実践することができるように教育する。

④体験的学習や研究を通して児童教育現場における実践力と課題解決能力、創造的探究
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能力を修得させるために「専門教育科目」の中に「実習科目」「研究科目」を設置し、

使命感と責任感をもって児童教育活動の実践に活かすことができるように教育する。

⑤児童教育及び関連分野の基礎的理論と専門的知識を修得させるために「専門教育科目」

の中に「発展科目」「関連科目」を設置し、地域社会に貢献することができるように

教育する。

＜スポーツ教育専攻のカリキュラム・ポリシー＞

スポーツ教育専攻では、体育・スポーツに関する専門的な知識とその知識を統合的に理

解し、応用することができる人材を養成するため、以下の通り、カリキュラム・ポリシー

を定めている。

①体育・スポーツ教育現場に求められる幅広い教養を修得させるために「基礎教育科目」

を設置し、専門的職業人として役割を果たすことができるように教育する。

②体育・スポーツ教育に関わる理念、歴史、思想、制度に関する基礎的な知識と教員に

求められる資質能力を修得させるために「専門教育科目」の中に「基幹科目」を設置

し、体育・スポーツ教育者として主体的に判断して行動することができるように教育

する。

③体育・スポーツ教育現場において必要な生徒理解、教育相談、体育教科についての専

門的知識及び技能を修得させるために「専門教育科目」の中に「展開科目」を設置し、

体育・スポーツ教育現場で教育活動を実践することができるように教育する。

④体験的学習や研究を通して体育・スポーツ教育現場における実践力と課題解決能力、

創造的探究能力を修得させるために「専門教育科目」の中に「実習科目」「研究科目」

を設置し、使命感と責任感をもって体育・スポーツ教育活動の実践に活かすことがで

きるように教育する。

⑤体育・スポーツ教育及び関連分野の基礎的理論と専門的知識を修得させるために「専

門教育科目」の中に「発展科目」「関連科目」を設置し、地域社会に貢献することが

できるように教育する。

【エビデンス集（資料編）】

資料3-2-1 「平成30年度 育英大学学生必携」

資料3-2-2 「平成30年度 育英大学ホームページ」（https://www.ikuei-g.ac.jp/university/）

3-2-② カリキュラム・ポリシーとディプロマ・ポリシーとの一貫性

すでに述べたように、本学のディプロマ・ポリシーでは、幅広い教養基盤に支えられた

主体的な判断力と行動力を有し、理論と実践に基づいて応用的に教育活動を展開できる人

材の養成を目指して、児童教育専攻とスポーツ教育専攻のそれぞれについて、卒業するに

https://www.ikuei-g.ac.jp/university/
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当たって学生に最低限求められる５つの能力を挙げている。

本学のカリキュラム・ポリシーは、このディプロマ・ポリシーに挙げられた５つの能力

を4年間の教育課程を通して身につけられるように、専攻別に「基礎教育科目」と「専門

教育科目」で修得を目指す具体的な学修目標を明示している。

それゆえ、本学のディプロマ・ポリシーとカリキュラム・ポリシーの内容は一貫性のあ

るものとなっている。

3-2-③ カリキュラム・ポリシーに沿った教育課程の体系的編成

本学の教育課程は、カリキュラム・ポリシーに示された教育現場に求められる幅広い教

養の修得を目的とする「基礎教育科目」とそれぞれの専攻において専門的職業人として求

められる能力を身につけるための「専門教育科目」に以下のような科目区分を設定するこ

とによって体系的に編成されている。

また教育課程では、科目ごとに配当年次、単位数、必修・選択の別、授業形態を定めて

いる。

＜基礎教育科目＞

平成20年12月に示された中央教育審議会答申「学士課程教育の構築に向けて」の参考

指針「各専攻分野を通して培う学士力～学士課程共通の学習成果に関する参考指針～」で

は、学士課程共通の学習成果として、①知識・理解、②汎用的技能、③態度・志向性、④

統合的な学習経験と創造的思考力の４領域にわたって、学士課程において身につけられる

べき能力が体系的に示されている。本学の基礎教育科目では、これを踏まえた科目区分を

設定し、その目的を明確にした上で、養成しようとする知識や能力に基づいた授業科目を

配置した教育課程を編成して、「総合的教養教育」の特色を出している。

以上の立場から、本学の基礎教育科目では、知的活動並びに職業生活や社会生活で必要

となる汎用的技能の修得を目的とする「思考力の養成」と「表現力の養成」、社会の一員

として求められる態度や志向性の修得を目的とする「人間力の養成」、卒業後の自律した

学習態度を身につけさせることを目的とした「社会力の養成」、人間の文化・社会及び自

然に関する知識の修得を目的とした「人間の理解」と「社会の理解」という６つの科目区

分を設定している。

①思考力の養成

知的活動及び職業生活や社会生活で必要となる汎用的技能として、情報リテラシー、

数量的スキル、論理的思考力、問題解決力に関する能力を修得することとし、「情報処

理法」1単位、「情報活用法」1単位、「統計分析法」1単位、「問題解決法」1単位、「創

造思考法」1単位の5科目5単位を必修科目として配置している。

②表現力の養成

知的活動及び職業生活や社会生活で必要な技能として、コミュニケーション能力を



- 37 -

修得することとし、英語を用いた日常的な会話と文章によるコミュニケーション能力を

養成する「英語Ⅰ（基礎）」１単位、「英語Ⅱ（応用）」1単位を必修科目として配置し、

「英語Ⅲ（実践）」１単位を選択科目として配置する。また、日本語を用いて自分の思

想、意思、感情などを相手に伝達する能力を養成する「日本語Ⅰ（読解、分析）」１単

位、「日本語Ⅱ（作文、論文）」1単位、「日本語Ⅲ（発表、討論）」１単位の３科目を必

修科目として配置し、「日本語Ⅳ（プレゼンテーション）」1単位を選択科目として配置

している。

③人間力の養成

社会人として求められる態度や素養として、自己管理力、倫理観、人間関係、チーム

ワーク、リーダーシップを修得することとし、「自己管理と社会規範」１単位、「チー

ムワークとリーダーシップ」１単位、「地域活動と社会貢献」１単位、「他者理解と信

頼関係」１単位の４科目４単位を必修科目として配置している。

④社会力の養成

卒業後も自律して学習する態度とともに、学生が将来への目的意識を明確に持てるよ

うに職業観を涵養し、自己の個性を理解して主体的に進路を選択できる能力や態度を修

得することとし、「社会的・職業的自立Ⅰ」１単位、「社会的・職業的自立Ⅱ」１単位

の２科目２単位を必修科目として配置している。

⑤人間の理解

専門分野を超えて共通に求められる人間や人間理解に関する基本的な知識と知的好奇

心を修得することとし、「心理と行動」２単位、「健康と運動」２単位、「歴史と文化」

２単位、「民族と宗教」２単位、「生命と倫理」２単位の５科目10単位を選択科目とし

て配置している。

⑥社会の理解

社会的に重要な特定の主題や現代社会が直面する基本的な諸課題に関する知識の理解

と複合的な視点を修得することとし、「社会と憲法」２単位、「法律と人権」２単位、「政

治と行政」２単位、「経済と政策」２単位、「自然と環境」２単位の５科目10単位を選

択科目として配置している。

＜専門教育科目＞

専門分野における基礎的な知識の体系的な理解を目的として、教育学・保育学を構成し

ている主要分野に関する基礎的な知識や基本的な技能の修得を重視するとともに、科目間

の系統性や履修の順序性、単位数等に配慮し、「基幹科目」「展開科目」「発展科目」「関

連科目」「実習科目」「研究科目」の６つの科目区分を設定している。

また、４年間の学修期間を通して、講義、演習、実習を体系的に配置し、免許や資格の

取得、専門的職業人の育成に繋げていく。
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①基幹科目

専門教育を体系的に学修するうえで必要な人間の形成、成長、発達などに関する知識

とともに、展開科目を履修するうえで必要な教育学分野の主な領域の内容や方法に関す

る基本的知識を修得することとし、「人間形成論」「心理学概論」「対人関係論」「道徳

教育論」の４科目８単位を必修科目として、初等・中等ごとに「教育学概論」「教育心

理学」「教育行政学」「教職概論」の８科目16単位を選択科目として配置している。な

お、「教育学概論」「教育心理学」「教育行政学」「教職概論」について、初等科目は児

童教育専攻、中等科目はスポーツ教育専攻の必修科目としている。

②展開科目

学生自らの関心や興味、将来の専門的な活動分野等に応じて、基幹科目を通して得ら

れた専門的な知識や方法をさらに深化させていくため、児童教育専攻は、小学校教諭に

関する「国語」「算数」等の各教科及び教科教育法、「道徳の指導法」「児童・進路指導

の理論と方法」等、幼稚園教諭に関する「保育内容総論」をはじめとする各保育内容指

導法、「幼児理解の理論と方法」に加え、保育士に関する「保育原理」「児童家庭福祉」

「社会福祉」等48科目94単位を選択科目として配置している。また、スポーツ教育専攻

は、中学校・高等学校教諭に関する「体育原理」「運動学・運動方法学」「体育心理学」

や各体育実技、教科の指導法、「特別活動の指導法」「生徒・進路指導の理論と方法」

等33科目59単位を選択科目として配置している。

③発展科目

これからの教育活動を担う職業人としての資質能力の向上にむけて、現代の学校教育

を取り巻く課題に対応するための知識や能力とともに、学習指導や授業実践に関する理

論と実践の関係について理解を深め、体験的な学習を通して教育活動を総合的に実践す

る応用能力を修得することとし、「学校・学級経営」「チーム学校論」「発達障害」「授

業観察演習」「授業実践演習」等９科目16単位を選択科目として配置している。

④関連科目

教育を実践するうえで問題の解決や改善に資するために、教育学との関連性が深い心

理学や地域スポーツ教育、健康教育に関する知識を修得することとし、心理学に関する

科目としては「心理統計法」「臨床心理学」「発達臨床心理学」「コミュニケーション心

理学」等、地域スポーツ教育や健康教育に関する科目としては「健康づくりの理論と方

法」「健康相談活動」「生涯スポーツ」「地域スポーツ指導」等25科目47単位を選択科目

として配置している。

⑤実習科目

講義や演習で修得した知識と技能を実践の場面に適用し、理論と実践を結びつけて総

合的に応用するとともに、教育実践に必要とされる知識と技術の統合を図り、実務を行

うための実践的な手法を修得することとし、各種体験実習や免許ごとの教育実習、教職
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実践演習等19科目35単位を選択科目として配置している。

⑥研究科目

教育学研究に関する研究意識と基礎的な調査技法などの研究能力を修得するととも

に、各自の研究課題に即した研究計画を設定し、資料収集や分析、報告、意見交換など

を繰り返しながら卒業論文を作成して教育に関する諸課題を探究することとし、「教育

学研究法」２単位、「卒業研究」２単位を必修科目として配置している。

3-2-④ 教養教育の実施

すでに述べたように、本学の教養教育では、学士課程において共通に身につけるべき能

力の体系化に基づいて基礎教育科目に６つの科目区分を設定し、それぞれの科目区分に以

下のように科目を配置することによって、総合的教養教育という目的の達成に向けて教育

を行っている。

①思考力の養成

情報リテラシー、数量的スキル、論理的思考力、問題解決力などの知的活動及び職業

生活や社会生活で必要となる汎用的技能を修得させるために、一年次に「情報処理法」

（１単位）、「情報活用法」（１単位）、「統計分析法」（１単位）の３科目３単位を、三

年次に「問題解決法」（１単位）、「創造思考法」（１単位）の２科目２単位を必修科目

として配置している。

②表現力の養成

知的活動及び職業生活や社会生活に不可欠なコミュニケーション能力を修得させるた

めに、１年次に「日本語Ⅰ（読解、分析）」（１単位）、「日本語Ⅱ（作文、論文）」（１

単位）、「日本語Ⅲ（発表、討論）」（１単位）の３科目３単位を、「英語Ⅰ（基礎）」（１

単位）、「英語Ⅱ（応用）」（１単位）の２科目２単位を必修科目として配置している。

また、２年次に「日本語Ⅳ（プレゼンテーション）」（１単位）と「英語Ⅲ（実践）」（１

単位）の２科目２単位を選択科目として配置している。

③人間力の養成

社会人として求められる態度や素養として自己管理力、倫理観、人間関係、チームワ

ーク、リーダーシップを修得させるために、一年次に「自己管理と社会規範」（１単位）、

「地域活動と社会貢献」（１単位）、「他者理解と信頼関係」（１単位）の３科目３単位

を、２年次に「チームワークとリーダーシップ」（１単位）の１単位１科目を必修科目

として配置している。

④社会力の養成

学生が将来への目的意識を明確に持てるように職業観を涵養し、自己の個性を理解し

て主体的に進路を選択できる能力や態度を修得させるために、３年次に「社会的・職業

的自立Ⅰ」（１単位）、４年次に「社会的・職業的自立Ⅱ」（１単位）の２科目２単位を
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必修科目として配置している。

⑤人間の理解

専門分野を超えて共通に求められる人間や人間理解に関する基本的な知識と知的好奇

心を修得させるために、１年次に「心理と行動」（２単位）、「健康と運動」（２単位）

の２科目４単位、２年次に「歴史と文化」（２単位）、「民族と宗教」（２単位）の２科

目４単位、４年次に「生命と倫理」（２単位）の５科目10単位を選択科目として配置し

ている。

⑥社会の理解

社会的に重要な特定の主題や現代社会が直面する基本的な諸課題に関する知識を修得

させるために、１年次に「社会と憲法」（２単位）、「法律と人権」（２単位）の２科目

４単位を、２年次に「政治と行政」（２単位）、「経済と政策」（２単位）の２科目４単

位を、４年次に「自然と環境」（２単位）の１科目２単位を選択科目として配置してい

る。

3-2-⑤ 教授方法の工夫・開発と効果的な実施

本学では、主として知識の理解を目的とする教育内容の場合には講義形式を中心とした

授業形態を、態度や志向性及び技術や技能の修得を目的とする教育内容の場合には演習形

式による授業形態を、理論的知識や能力を実務に応用できる能力を身につけることを目的

とする教育内容の場合には実習形式及び実験形式による授業形態をとることによって、科

目の特性に基づいて効果的な学修が行えるように授業方法の工夫を行っている。また、知

識の定着やスキルの向上を図るために、アクティブ・ラーニングの技法を用いたグループ

ワーク、体験実習などを積極的に授業に取り入れることによって、学生の授業参画を促し、

教育効果を高める工夫を講じている。

さらに、授業形態に適した学生数を確保することによって授業ごとの教育目的を効果的

かつ確実に達成するために、受講学生数は原則として講義形式は50名から100名、演習及

び実習、実験形式は25名から50名としている。

（3）3－2の改善・向上方策（将来計画）

上に述べたように、本学の設置認可申請時にディプロマ・ポリシーとの一貫性を考慮し

て策定されたカリキュラム・ポリシーに沿って、本学の教育課程は体系的に編成され、教

育内容を効果的に学修させるための教育方法の工夫がなされている。

平成30年度は、「シラバス」の内容を検討して改善を図るとともに、「授業改善のため

の学生アンケート」結果を踏まえて教育課程の改善に継続的に取り組んで行く予定である。

また、本学は、教育職員免許法改正にともなう既存の教育課程の教職再課程認定申請にお

いて平成29年度に認定を受けているが、児童教育専攻の幼稚園教諭に関しては、経過措置
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による改正規則附則第７項による認定であり、平成31年度に「領域に関する専門的事項」

の改正が予定されているので、平成30年度中にこれに関するカリキュラムの見直し及び点

検を行う予定である。

3－3 学修成果の点検・評価

3-3-① 三つのポリシーを踏まえた学修成果の点検・評価方法の確立とその運用

3-3-② 教育内容・方法及び学修指導等の改善へ向けての学修成果の点検・評価結果のフ

ィードバック

（1）3－3の自己判定

基準項目3－3を満たしている。

（2）3－3の自己判定の理由（事実の説明及び自己評価）

3-3-① 三つのポリシーを踏まえた学修成果の点検・評価方法の確立とその運用

本学は開学１年目であるため、使命・目的及び学部・専攻の教育目的に基づいて策定さ

れた三つのポリシーを踏まえた学修成果の点検・評価は、現在のところ、毎学期の期末試

験ごとにクラス担任が単位取得状況を確認して行う履修指導と以下に述べる「授業改善の

ための学生アンケート」によって行われている。

＜授業改善のための学生アンケート＞

教育の質の向上及び授業運営の改善を図ることを目的に、各学期末に全科目の「授業改

善のための学生アンケート」を実施している。このアンケートでは、授業運営等に関する

教員の評価だけでなく、学生の学修への取り組み状況及び理解度を確認するための質問事

項を設定し、一部記述を含む5段階評価による回答形式にしている。また、教員が科目ご

とに独自の質問項目を設定することができるため、科目の特性に合わせた詳細な評価が可

能となっている。

さらに、「授業改善のための学生アンケート」については、各教員に対して担当授業科

目別の集計結果を配付している。教員はその結果に対する自己評価及び今後の改善への取

り組みを記した「授業担当教員による自己点検・自己評価報告書」の提出が義務づけられ

ている。また、「授業の内容・方法」における５つの質問のうち、学生の評価結果が3.0

未満だった項目について、原因等の自己分析及び今後の改善への取り組みを記した自己点

検・報告書を別に提出することにより、授業運営等の方法及び学生の学修への取り組み状

況の点検・評価を行っている。

【エビデンス集（資料編）】
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資料3-3-1 「平成30年度 授業改善のための学生アンケート」

資料3-3-2 「平成30年度（前期・後期）授業改善のための学生アンケート集計結果」

資料3-3-3 「授業担当教員による自己点検・自己評価報告書（様式１）」

資料3-3-4 「授業担当教員による自己点検・自己評価報告書（様式２）」

3-3-② 教育内容・方法及び学修指導等の改善へ向けての学修成果の点検・評価結果のフ

ィードバック

上に述べた毎学期の期末試験終了後にクラス担任によって行われる学生の単位取得状況

に基づく履修指導の内容は専攻会議において報告され、専攻所属教員間で情報の共有が図

られており、さらにこの結果は学部教授会に報告され、問題点を全教員が共有することに

よって教育内容・方法や学修指導の改善に生かすよう努めている。

「授業改善のための学生アンケート」については、その結果に基づいて各教員は「授業

担当教員による自己点検・自己評価報告書」を通して今後の授業運営等についての具体的

な改善内容をＦＤ・ＳＤ専門委員長及び学部長に提出することが義務づけられており、次

年度の授業内容・方法等の改善へとつなげている。なお、「授業改善のための学生アンケ

ート」の結果が不振である教員に対しては、必要に応じて学部長及び専攻長による面談を

実施し、授業改善に向けた示唆を教員が得られるよう、支援体制を整えており、この面談

結果を受けて各教員が授業改善に向けて対応することによって、継続的に授業の質改善が

担保されている。

また、平成30年度の「授業改善のための学生アンケート」結果において授業時間外の学

修に関する評価が低かったことを受けて、次年度に向けて、授業科目ごとにシラバスにお

いて「事前・事後学習」の項目に具体的な学習時間の目安を示すことで、学生の自己学修

を促す予定である。

さらに、「ＦＤ・ＳＤ専門委員会」のもと、各専攻において、ＦＤ活動として教員同士

が授業参観を行う「授業見学」を実施しており、「授業見学報告書」に基づき、教員相互

間で意見交換等を行い、授業内容・方法等の改善に役立てている。

【エビデンス集（資料編）】

資料3-3-4 「平成30年度 授業見学実施計画」

資料3-3-5 「平成30年度 授業見学報告書」

（3）3－3の改善・向上方策（将来計画）

今後は学部・各専攻の学修成果の達成状況を的確に把握するために、「授業改善のため

の学生アンケート」の質問項目を適宜見直していくとともに、各学期における学生個々の

単位修得状況の把握につとめ、履修指導を行って行く。また今後は、免許・資格取得希望
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状況や就職希望状況の把握と分析につとめ、これらの情報を有機的につなげて、教育内容、

授業方法等の改善に向けたフィードバックを行っていく。

さらに、ディプロマ・ポリシーと免許・資格取得状況との関連性の検証等を行うことで

学部・各専攻の学修内容の達成度を検証し、同時に学生にフィードバックすることによっ

て教育の質の向上を図っていく予定である。

［基準3の自己評価］

本学では、学部並びに専攻ごとに、その教育目的を踏まえてディプロマ・ポリシー、カ

リキュラム・ポリシーを策定し、「学生必携」を通して学生に明示するとともに、ホーム

ページで広く学外に公表し、周知を図っている。また、単位認定基準は学則に、進級基準

及び卒業認定基準は履修規則に明記されており、「学生必携」を通して学生に周知すると

ともに、規則に基づいて厳正に適用している。

さらに、本学のカリキュラム・ポリシーはディプロマ・ポリシーと一貫性をもち、教養

科目は総合教養の教育という目的を達成できるように、専門科目は専攻ごとディプロマ・

ポリシーに掲げられた５つの能力を身につけられるように体系的に編成されている。また、

教育内容に適した授業形態と教授方法をとることによって教育効果を高める工夫をしてい

る。加えて、本学では、毎学期末に「授業改善のための学生アンケート」を実施し、授業

担当教員にその結果をフィードバックすることによって授業の改善を図っている。

以上のことから、本学は基準３を満たしていると評価できる。
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基準4 教員・職員

4－1 教学マネジメントの機能性

4-1-① 大学の意思決定と教学マネジメントにおける学長の適切なリーダーシップの確立

・発揮

4-1-② 権限の適切な分散と責任の明確化に配慮した教学マネジメントの構築

4-1-③ 職員の配置と役割の明確化などによる教学マネジメントの機能性

（1）4－1の自己判定

「基準項目4－1を満たしている。」

（2）4－1の自己判定の理由（事実の説明及び自己評価）

4-1-① 大学の意思決定と教学マネジメントにおける学長の適切なリーダーシップの確立

・発揮

大学の意思決定は、育英大学・育英短期大学運営委員会（以下「運営委員会」という。）、

教授会、各種委員会の審議結果を基に学長が行っている。

＜運営委員会＞

運営委員会は、大学の円滑な運営を行うため、学長、教育学部長、各専攻長、短期大学

の各学科長、学生支援部長、図書館長、教職・キャリアセンター長、短期大学の幼児教育

研究所長、事務局長、事務局各課長の大学・短期大学の管理職員で構成され、必要に応じ

て学長が指名する者を加えることができることとなっており、学長が議長となり月１回定

例で開催され、以下の事項について審議し、学長が意思決定するに当たっての重要な役割

を担っている。また、運営委員会は審議事項に応じて各種委員会に審議を委任している。

①中期計画、中期目標及び事業計画の策定並びに実施に関する事項

②諸規則（軽微なものを除く。）の制定及び改廃に関する事項

③教育課程の編成に係る基本方針に関する事項

④学生の懲戒に関する事項

⑤自己点検及び評価の基本方針に関する事項

⑥教員の人事に関する事項

⑦教職員の大学運営に必要な能力及び資質の向上並びに教員の教育力向上のための基

本方針に関する事項

⑧学内研究費等の配分計画に関する事項

⑨他大学との連携に関する事項

⑩理事長及び学園長からの諮問事項に関する事項

⑪その他大学の教育研究及び管理運営に関する重要事項
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＜教授会＞

教授会は、学則第55条に基づき、教育学部の教育研究に関する審議機関として位置付け

られ、教育学部の専任教員で構成され、教育学部長が議長となり、毎月定例及び必要に応

じて臨時に開催され、以下の事項について審議し、学長が意思決定するに当たって意見を

述べる役割となっている。

①学生の入学、卒業及び課程の修了に関する事項

②学位の授与に関する事項

③教育課程の編成に関する事項

④学生の賞罰に関する事項

⑤学則その他教育研究に関する重要な学内諸規則に関する事項

⑥前各号に掲げるもののほか、教育研究に関する重要な事項で、学長が教授会の意見

を聴くことが必要であると認めた事項

また、教授会は、上に述べた審議事項のほか、以下の事項について審議し、及び学長の

求めに応じて意見を述べることができることとなっている。

①学生の在籍に関する事項

②学生の支援に関する事項

③その他学長が必要と認めた事項

以上のように、本学の学長は大学の意思決定を行い、理事会に理事として参画し、大学

の考えを述べて経営に反映させることによって、学長としてのリーダーシップを発揮して

いる。

【エビデンス集（資料編）】

資料4-1-1 「育英大学学則」

資料4-1-2 「育英大学大学運営会議規則」

資料4-1-3 「育英大学・育英短期大学運営委員会規則」

資料4-1-4 「育英大学教授会規則」

4-1-② 権限の適切な分散と責任の明確化に配慮した教学マネジメントの構築

本学では、学長が教学マネジメントを行う上で、その権限を分散し、責任を明確化する

ために、上に述べた運営委員会の下に人事委員会と総務企画委員会を、教授会の下に教務

委員会・学生支援委員会・入試広報委員会を位置づけるとともに、それぞれの委員会の所

掌事項は各委員会規則に明記されており、各委員会の審議内容は運営委員会及び教授会に

提案又は報告する体制となっている。（次頁の「群馬育英学園・育英大学・育英短期大学

組織図」を参照）
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群馬育英学園・育英大学・育英短期大学組織図
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さらに、専門的事項について検討するために、総務企画委員会の下に自己点検・評価専

門委員会・ＦＤ・ＳＤ専門委員会・ＩＣＴ専門委員会を、教務委員会の下に教職課程専門委

員会・障害学生修学支援専門委員会を、入試・広報委員会の下に学生募集専門委員会を位

置づけるとともに、「育英大学教職・キャリアセンター」・「育英大学地域連携推進室」と

短期大学と共通の組織として「育英大学・育英短期大学運営委員会」・「育英大学・育英

短期大学図書館運営委員会」を配置して学園全体の問題を協調して解決できる体制を整備

している。

さらに、学長の命を受け、特定の事項に関する業務を担当するために学長補佐を置くこ

とができることが「育英大学及び育英短期大学の学長補佐規則」に明記されている。

本学では、以上のように、学長の権限は適切に分散されており、責任が明確化された教

学マネジメント体制となっている。

【エビデンス集（資料編）】

資料4-1-5 「群馬育英学園・育英大学・育英短期大学組織図」

資料4-1-6 「育英大学及び育英短期大学の学長補佐規則」

4-1-③ 職員の配置と役割の明確化などによる教学マネジメントの機能性

本学では、「群馬育英学園の事務組織及び事務分掌に関する規程」に基づいて、学長の

もとに５課制による事務局を編成して以下の職員を配置するとともに、同規程に各課の分

掌と職制上の職務権限を明記している。

①事務局長

②管理課長

③教務課長

④学生支援課長

⑤入試広報課長

⑥キャリアサポート課長

⑦次長

⑧課長補佐

⑨主任

⑩主事

⑪用務員・警備員

これによって、本学の教学マネジメントに係る業務は機能的に処理されている。

【エビデンス集（資料編）】

資料4-1-7 「群馬育英学園組織規程」
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資料4-1-8 「群馬育英学園の事務組織及び事務分掌に関する規程」

（3）4－1の改善・向上方策（将来計画）

本学の意思決定に関わる組織は整備されており、教学マネジメントにおいて学長は適切

なリーダーシップを発揮している。また、学長の権限の適切な分散と責任の明確化に配慮

した教学マネジメントが構築され、機能的に運営されている。

今後、社会環境は大きく変化し、そのスピードはますます速まることが予想されるが、

本学の意思決定と学長のリーダーシップの発揮がこれに適切に対応できるように、そのリ

ーダーシップを補佐する組織体制を構築していくことが今後の課題となる。

4－2 教員の配置・職能開発等

4-2-① 教育目的及び教育課程に即した教員の採用・昇任等による教員の確保と配置

4-2-② FD(Faculty Development)をはじめとする教育内容・方法等の改善の工夫・開発

と効果的な実施

（1）4－2の自己判定

「基準項目4－2を満たしている。」

（2）4－2の自己判定の理由（事実の説明及び自己評価）

4-2-① 教育目的及び教育課程に即した教員の採用・昇任等による教員の確保と配置

本学の学部･各専攻における専任教員数及び専任教授の数は、「大学設置基準」におけ

る必要人数を大幅に上回っている。また、幅広い教養基盤に支えられた主体的な判断力と

行動力を有し、理論と実践に基づいて応用的に教育活動を展開できる人材を養成するとい

う教育学部の教育目的を実現するために、本学の教育学部専任教員は、大学における教育

と研究に長年従事したベテラン教員と学校現場における豊富な実務経験を有する教員から

構成されている。

さらに、幼児期から児童期における教育に関する専門的な知識とその知識を統合的に理

解し応用することができる人材の養成を目指す児童教育専攻には、教科教育を担当する教

員に加えて、学校現場や教育委員会における問題解決や対処法などに関する豊富な知識と

経験を有する教員を配置している。

また、体育・スポーツに関する専門的な知識とその知識を統合的に理解し、応用するこ

とができる人材の養成を目指すスポーツ教育専攻には、保健体育科の教育を担当する教員

に加えて、学校現場における豊富な実務経験や指導経験を有する教員を配置している。

なお、教員の採用・昇任については、本学の「育英大学教員審査規則」に規定されてい

る職位ごとの教育研究歴及び研究業績に関する基準に基づいて、本学人事委員会が業績審
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査を行い、適正な教員の確保と配置を行っている。

【エビデンス集（資料編）】

資料4-2-1 「育英大学教員審査規則」

資料4-2-2 「育英大学人事委員会規則」

4-2-② FD(Faculty Development)をはじめとする教育内容・方法等の改善の工夫・開発

と効果的な実施

教員及び職員の資質の向上を目的とし、平成30年度は育英短期大学と合同で、下表に示

すとおり、３回のＦＤ・ＳＤ研修を実施した。

また、教育内容・方法等の改善を目的として、平成30年５月31日（金）～７月22日（月）

と10月７日（月）～１月17日（木）の２回の期間に、本学の教職員及び非常勤講師を対象

に授業見学を実施し、専任教員には授業見学報告書の提出を義務づけた。提出された報告

書はＦＤ・ＳＤ委員会で集計し、その内容について検討して、次年度の改善の資料とした。

日 時 平成３０年９月２０日（木） １６：００～１７：００

場 所 １１４教室

テーマ 研究活動における研究倫理と外部資金の獲得について

①研究活動における研究倫理 スポーツ教育専攻教授 朝岡 正雄
講 師 ②外部資金の獲得 現代コミュニケーション学科准教授 三浦 哲也

③科学研究費補助金の申請手続き 管理課主事 西村 佳貴

日 時 平成３０年１１月２９日（木）１４：３０～１５：３０

場 所 １２５教室

テーマ 高等教育政策の最近の動向について

講 師 文部科学省高等教育局大学振興課大学改革推進室学務係長 伊藤 兼士 氏

日 時 平成３１年２月２８日（木）１０：００～１１：００

場 所 １２５教室

テーマ ハラスメントとは何か ～ハラスメントをしないために、受けないために～

講 師 村越芳美法律事務所弁護士 村越 芳美 氏
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さらに、本学では、授業に対する学生たちの意見を反映させることを目的に、毎学期末

に「授業改善のための学生アンケート」を実施し、その結果を授業担当教員にフィードバ

ックすることによって授業担当教員が自己点検を行うとともに、その報告書をＦＤ・ＳＤ

専門委員会に提出することによって授業改善を図っている。

【エビデンス集（資料編）】

資料4-2-3 「平成３０年度 ＦＤ・ＳＤ専門委員会議事録」

資料4-2-4 「平成30年度授業改善のための学生アンケートの結果」

（3）4－2の改善・向上方策（将来計画）

本学は平成30年度４月に開学したので、原則として４年間は、新たな教員の確保や配置

の問題は生じない。その後の教員確保と配置については、育英大学人事委員会規則及び育

英大学教員審査規則に基づいて適切に進められる予定である。

教育内容・方法等の改善を目的としたＦＤ・ＳＤ研修については、次年度以降に、新た

なテーマの講演会もしくは講習会の開催を計画する予定である。また、授業見学の実施方

法と見学結果の活用及び「授業改善のための学生アンケート」の結果の活用については次

年度の課題として検討する予定である。

4－3 職員の研修

4-3-① SD(Staff Development)をはじめとする大学運営に関わる職員の資質・能力向上

への取組み

（1）4－3の自己判定

「基準項目4－3を満たしている。」

（2）4－3の自己判定の理由（事実の説明及び自己評価）

4-3-① SD(Staff Development)をはじめとする大学運営に関わる職員の資質・能力向上

への取組み

本学では、上に述べたように、教職員の資質と能力の向上を目的に、ＦＤ・ＳＤ専門委

員会が全ての教職員を対象にＦＤ・ＳＤ研修を年数回学内で開催し、組織的なＦＤ・ＳＤ

活動に取り組んでおり、学外の研修会にも積極的に参加している。

また、大学の職員全体を対象としたＳＤ研修として、平成30年度は、下表に示したよう

に、学校法人の会計制度の仕組みについてをテーマとして９月に２回実施した。これ以外

に、学外で行われる専門的研修会等に、本学事務職員34名を派遣し、業務遂行上の資質と
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能力向上に努めている。

日 時 平成３０年９月１３日（木）・２０日（木） ９：００～１０：００

場 所 会議室

テーマ 学校法人会計の仕組みについて

講 師 学校法人群馬育英学園総務部長 久住 洋

【エビデンス集（資料編）】

資料4-3-1 「育英大学ＦＤ・ＳＤ専門委員会内規」

資料4-3-2 「ＦＤ・ＳＤ研修の実施状況」

資料4-3-3 「外部機関主催研修等参加状況」

（3）4－3の改善・向上方策（将来計画）

教職員の資質と能力の向上を目的にした合同のＦＤ・ＳＤ研修会は今後も拡大・継続し

ていく予定である。これに加えて、今後は教職員を対象とした学内におけるＳＤ研修会を

強化するとともに、学外で開催される種々の専門的研修会への参加を拡大していく予定で

ある。

4－4 研究支援

4-4-① 研究環境の整備と適切な運営・管理

4-4-② 研究倫理の確立と厳正な運用

4-4-③ 研究活動への資源の配分

（1）4－4の自己判定

「基準項目4－4を満たしている。」

（2）4－4の自己判定の理由（事実の説明及び自己評価）

4-4-① 研究環境の整備と適切な運営・管理

本学では、後に述べるように、専任教員に教育研究費と教育改革推進奨励費を交付する

制度を設けて、研究のための資金配分を行っている。また、平成30年度は「研究活動にお

ける研究倫理と外部資金の獲得について」というテーマでＦＤ・ＳＤ研修を実施して、研
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究活動の活性化に努めている。

また、教育研究のための施設として、各教員に研究室を配当するほかに、学術図書599,

280冊、AV資料3,148点、学術雑誌5,115タイトルを備え、学外の文献検索や相互貸借のサ

ービスが可能な図書館を有するとともに、以下に示す研究機器・備品を備えた研究施設を

設置している。

さらに、教員の教育研究の成果を公表するために「育英大学研究紀要」を発行している。

平成30年度発刊の育英大学研究紀要第１号には、査読の手続きを経て、２件の原著論文と

１件の研究ノートが掲載された。

研究施設 機器・備品 正式名称 測定項目

スポーツ科学 トレッドミル TRM731

実験室 肺運動負荷モニタリ モバイルエアロモ 最大酸素摂取量･AT(無酸素性

ングシステム ニタ AE100i 代謝閾値)等

身体組成計 Inbody 770 身体組成

パワーマックス POWER MAX V3 最大無酸素パワー

生活活動量計 fitbit 心拍数･歩数･睡眠等の生活活

動量

トレーニング トレッドミル LABORDO LX2200

ルーム エアロバイク エアロバイク 最大酸素摂取量

900U-ex

身体組成計 TANITA MC-190 身体組成

心理実験室 箱庭 箱庭療法による心理実験

【エビデンス集（資料編）】

資料4-4-1 ｢育英大学及び育英短期大学における教育研究費規則」

資料4-4-2 ｢育英大学及び育英短期大学における教育改革推進奨励規則」

資料4-4-3 ｢平成３０年度 ＦＤ・ＳＤ専門委員会議事録」

資料4-4-4 「育英大学及び育英短期大学の研究紀要に関する規則」

資料4-4-5 「育英大学研究紀要 第1号」

4-4-② 研究倫理の確立と厳正な運用

本学では、研究活動における不正行為を防止し、研究倫理を確立する目的で、平成28年

１月28日に「育英大学及び育英短期大学における研究活動上の不正行為防止に関する規則」

を制定し、同年４月１日から施行されている。

この規則では、本学学長を研究倫理教育責任者とし、その下に研究倫理教育推進者（育
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英大学は各専攻長、育英短期大学は各学科長）を置いて、本学における研究倫理教育の推

進を図るとともに、管理課を窓口とする相談窓口に不正の告発があった場合の予備調査委

員会並びに研究倫理委員会の設置に対応する制度を立ち上げて、同規則の厳正な運用を行

っている。

さらに、平成26年９月25日に制定された「育英大学及び育英短期大学における公的研究

費の不正防止に関する規則」では、公的研究費の運営及び管理に関わるすべての研究者及

び事務職員にコンプライアンス教育の受講と誓約書の提出を義務づけているところから、

平成30年度には全教職員に誓約書の提出を求めた。しかしコンプライアンス教育講習会に

ついては年度内の実施ができなかったため、次年度に開催することとなった。

【エビデンス集（資料編）】

資料4-4-6 「育英大学及び育英短期大学における研究活動上の不正行為防止に関する

規則」

資料4-4-7 「育英大学及び育英短期大学における公的研究費の不正防止に関する規則｣

4-4-③ 研究活動への資源の配分

本学では、「育英大学及び育英短期大学における教育研究費規則」において、専任教員

に配分する教育研究費を年額300，000円以内と定めている。教員は教育研究に必要な経費

を予算要求書によって学長に申請し、精査の上交付を受ける。なお、研究旅費は交付を受

けた額の２分の１を超えてはならない。

これ以外に、本学では、教育改革に取り組む教員を財政的に支援する制度に基づいて、

学長の裁量経費により教育改革推進奨励費を交付する制度が運用されている。

【エビデンス集（資料編）】

資料4-4-７ 「育英大学及び育英短期大学における教育研究費規則」

資料4-4-8 ｢育英大学及び育英短期大学における教育改革推進奨励規則」

（3）4－4の改善・向上方策（将来計画）

今後は、図書館に研究に必要な専門図書を増やすとともに、研究施設の拡充と機器・備

品の整備を進めて他大学や学外の研究機関との共同研究が行えるような体制の強化を進め

て行く予定である。

［基準4の自己評価］

本学では、教員が研究を行うために研究室・図書館・研究施設を整え、研究費を支給す

るとともに、外部資金獲得のためＦＤ研修を行って研究活動の活性化に努めている。また、
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研究活動における不正行為及び研究費の不正防止に関する規則を制定し、これに関するＦ

Ｄ・ＳＤ研修を実施して研究倫理の確立に努めている。

以上のことから、本学は基準4を満たしていると評価できる。
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基準5 経営・管理と財務

5－1経営の規律と誠実性

5-1-① 経営の規律と誠実性の維持

5-1-② 使命・目的の実現への継続的努力

5-1-③ 環境保全、人権、安全への配慮

（1）5－1の自己判定

「基準項目5－1を満たしている。」

（2）5－1の自己判定の理由（事実の説明及び自己評価）

5-1-① 経営の規律と誠実性の維持

本学は、学則第１条１項に、「教育基本法、学校教育法に基づき、学術の中心として、

広く知識を授け、深く専門の学芸を教授研究し、知的、道徳的及び応用的能力を育成する

とともに、『公正、純真、奉仕、友愛』の建学の精神に則り、豊かな人間性と深い専門性

を持つ人材を養成し、教育研究を通して社会に貢献することを目的とする」ことを掲げ、

建学の精神とともに、教育基本法及び学校教育法に従って誠実に運営することを表明して

いる。

本学園は、「学校法人群馬育英学園 寄附行為」（以下、「寄附行為」という。）第３条

に、「教育基本法、学校教育法及び私立学校法に従い、学校教育を行うことを目的とする」

ことを掲げ、関係法規の趣旨に従って規律と誠実性を維持した経営を行う姿勢を表明して

いる。

また、「寄附行為」第12条１項２号に、本学の学長を学校法人の理事として選任する規

定を設けることによって、学園と大学を含めた学校法人全体のバランスをとりつつ健全な

経営を行っていく姿勢を表明している。

さらに、高等教育機関に求められる業務執行の規律と誠実性を維持するために、「群馬

育英学園組織規程」に本学園の組織・運営体制を明記し、寄附行為の定めに基づいて、理

事会において評議員会からの業務執行状況に対する意見具申及び監事による業務監査を実

施している。

【エビデンス集(資料編)】

資料5-1-1 「学校法人群馬育英学園 寄附行為」

資料5-1-2 「育英大学学則」

資料5-1-3 「群馬育英学園組織規程」

5-1-② 使命・目的の実現への継続的努力
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本学園では、「寄附行為」第６条において、理事会は法人の最高意思決定機関として位

置づけられており、同第20条において、評議員会は学校法人における重要事項に関する諮

問機関として位置づけられており、本学の使命・目的の実現に向けて継続的に努力するた

めに、平成30年度は理事会を６回、評議員会を４回開催した。また、学長は理事・評議員

として理事会、評議員会に出席し、本学の事業について定期的に報告を行っている。

これ以外に、学長、学部長、短期大学各学科長、事務局長と法人本部との間で開催され

る経営戦略会議において、大学及び短期大学の運営に関する基幹事項を中心に連携を図っ

ている。また、事務連絡会議を月１回開催し、理事長及び法人本部に対して本学の運営に

関する情報を報告している。

なお、本学の完成年度以降の、長期的なビジョンに基づく学園全体の体制の確立を目指

して将来構想委員会を立ち上げ、３年間の中期経営計画を策定することが次年度以降の課

題となる。

【エビデンス集(資料編)】

資料5-1-4 「学校法人群馬育英学園 寄附行為」

資料5-1-5 「学校法人群馬育英学園経営戦略会議・要綱」

5-1-③ 環境保全、人権、安全への配慮

環境保全への対応については、快適な学習環境の維持に配慮しつつ、以下のように「省

エネルギー対策」を実施している。

夏季は、5月1日～10月31日をクールビズ期間とし、７月１日～９月30日は冷房温度を28

℃に設定し、冬季は、12月１日～３月15日は暖房温度を23℃に設定するガイドラインを定

めている。また、通常から節電の徹底と早期退館（帰宅）の励行を行っており、既設の照

明器具についても、順次ＬＥＤ仕様に切り替えることで消費電力等の削減に取り組んでい

る。

人権への配慮については、労働条件等に関しては「群馬育英学園就業規則」に定め、各

種ハラスメントの防止策については「群馬育英学園ハラスメントの防止等に関する規程」

を定め、ハラスメントの防止とともに苦情の申し出及び相談の体制整備を行い、相談員を

各部署に設置している。メンタルケア等の学生相談に関しては専門のカウンセラーを配置

し、日常の問題についてのケアを行っている。

個人情報の取り扱いについては、「群馬育英学園個人情報の保護に関する規程」及び「特

定個人情報の適正な取り扱いに関する規則」を定め、情報管理の徹底を図っている。 職

員の保健及び安全保持に関しては、「群馬育英学園職員安全衛生管理規程」により衛生管

理者及び産業医の設置を行っており、教職員の定期的な健康診断の実施等により、教職員

の健康保持に努めている。



- 57 -

安全面については、「群馬育英学園防火管理規程」により設置校に防火管理者を配置し、

毎年防災訓練を実施しているとともに、日常の安全面の対応については、外部の警備会社

との契約により防犯対策をとっている。平成30年度は30年10月４日に全学で防災訓練を実

施した。

【エビデンス集(資料編)】

資料5-1-6 「群馬育英学園就業規則」

資料5-1-7 「群馬育英学園ハラスメントの防止等に関する規程」

資料5-1-8 「群馬育英学園個人情報の保護に関する規程」

資料5-1-9 「特定個人情報の適正な取り扱いに関する規則」

資料5-1-10 「群馬育英学園職員安全衛生管理規程」

資料5-1-11 「群馬育英学園防火管理規程」

（3）5－1の改善・向上方策（将来計画）

本学園は、関連法令を遵守し、経営の規律と誠実性を維持するために、諸規程に基づい

て業務執行状況に関する監査を実施している。今後も、内部監査機能の強化を図りつつ、

社会情勢の変化や法令の改正等に適切に対応していくとともに、高等教育機関の教職員と

しての倫理観や責任感の醸成を促すことによって、本学園運営の規律と誠実性の維持・向

上を図っていく。

また、次年度以降に、平成31年２月に立ち上げた将来構想委員会を中心にして中期経営

計画を策定する予定である。

5－2 理事会の機能

5-2-① 使命・目的の達成に向けて意思決定ができる体制の整備とその機能性

（1）5－2の自己判定

「基準項目5－2を満たしている。」

（2）5－2の自己判定の理由（事実の説明及び自己評価）

5-2-① 使命・目的の達成に向けて意思決定ができる体制の整備とその機能性

使命・目的の達成に向けて意思決定ができる体制として、「寄附行為」第6条及び第20

条に基づいて理事会並びに評議員会が設置されている。

理事会は本学園の最高意思決定機関として、設置校の管理、運営に関する基本方針をは

じめ、事業計画、予算、決算、規程の改定などの重要事項について審議、決定をしている。
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理事は、「寄附行為」第12条により第１号理事として法人の設立者又は縁故者から2名、

第2号理事として設置校の校長、学長２名、第３号理事として評議員会から５名、第４号

理事として学識経験者から３名が選任されている。また、監事２名は、法人の理事・職員

又は評議員以外の者から評議員会の同意を得て選任され、監事は理事会に常時出席し、法

人業務、法人財産の状況について監査し意見を述べている。学園外部から選任されている

４名の理事は、民間企業の取締役等が選任され、教育界のみならず社会全般に対しても高

い見識を有しており学園の健全な経営について有益な意見交換、審議がなされ、戦略的意

思決定が進められる体制となっている。令和元年５月１日現在、理事会は理事12名、監事

２名で構成されている。

平成30年度に理事会は合計６回開催され、理事の実出席率は延べ90％と良好であり適切

な意思決定の体制ができている。なお、理事会への出席が不可能な場合には、書面による

意思表示を求めており、書面による意思表示を含めれば延べ97％の出席状況となっている。

以上のとおり、本学の使命・目的の達成に向けた意思決定の体制及びその機能性は確保

されている。

【エビデンス集(資料編)】

資料5-2-1 「群馬育英学園就業規則」

資料5-2-2 「学校法人群馬育英学園 寄附行為」

資料5-2-3 「平成30年度 理事会の開催及び出席状況」

資料5-2-4 「委任状(ひな形)」

（3）5－2の改善・向上方策（将来計画）

次年度以降は、将来構想委員会を中心に学園全体の中期経営計画を策定する予定である。

5－3 管理運営の円滑化と相互チェック

5-3-① 法人及び大学の各管理運営機関の意思決定の円滑化

5-3-② 法人及び大学の各管理運営機関の相互チェックの機能性

（1）5－3の自己判定

「基準項目5－3を満たしている。」

（2）5－3の自己判定の理由（事実の説明及び自己評価）

5-3-① 法人及び大学の各管理運営機関の意思決定の円滑化

法人の最高意思決定機関としての理事会には、学長の他、法人本部から法人本部長も理

事に選任され、本学・法人本部ともに連携を取ることができ、相互チェックもできる理事

会運営が確保されている。また、評議員会は、理事会の諮問機関として設置されており、
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評議員会には学長の他、管理部門の事務局長が選任されており、大学の教学部門と管理部

門との間及び法人及び本学との間でのコミュニケーションも確保された議論、意思決定が

なされており、理事会、評議員会においては、定期的に大学、短大、高校の拠点ごとの現

況報告が実施され、情報共有を図っている。

また、理事長と大学事務局及び法人本部の管理職との間での事務連絡会議を例月開催し、

業務の遂行状況について緊密な情報交換と対応協議を行っている。学内の様々な情報は事

務連絡会議を通して理事長に届く仕組みになっており、理事長及び本部の指示、意向につ

いてもタイムリーに本学に徹底されている。さらに重要な事項については、学長、学部長、

短期大学学科長等の教員管理職と、事務局長と法人本部管理職で構成される「経営戦略会

議」において運営の方向性について協議を行っている。

理事長は、学外の情報収集にも努めており、県私立大学協会の会合参加の他に、地域の

奉仕活動団体にも加入し、会員間交流を通して教育業界のみならず他業界の情報も併せて

収集し、社会情勢に敏感に対応している。

理事会にて決議された就業規則及び関連規程については、学内LAN及び通知文書により

教職員に周知されている。

【エビデンス集(資料編)】

資料5-3-1 「学校法人群馬育英学園経営戦略会議・要綱」

5-3-② 法人及び大学の各管理運営機関の相互チェックの機能性

本学園では、法人の業務及び財産の状況を監査するために、寄附行為に基づき、理事長

が、法人の理事、職員及び評議員以外から、評議員会の同意を得て、2名の監事を選任し

ている。

監事は、「群馬育英学園監事監査規程」により、学園の教育研究機能の向上や財政の基

盤確立に寄与することを目的に、学園の業務の執行状況及び財産の状況について監査を行

っている。また、監事は、決算についてその適正性を監査し理事会、評議員会において意

見を述べるほか、業務執行状況についても意見を述べている。

会計監査については、公認会計士による監査を実施し、監査結果については毎会計年度

監査報告書を作成し、当該会計年度終了後２ヶ月以内に、理事会、評議員会に提出してい

る。監事の職務を補佐する体制として、法人本部内に担当部署を配置し、非常勤である監

事をサポートできる体制をとっている。平成30年度において、監事はすべての理事会、評

議員会に出席している。

監事による業務監査の他に、内部監査の体制として「学校法人群馬育英学園内部監査規

程」を定めている。監査室は常設となってはいないが、法人本部が策定する年度計画によ

る定期監査の他、臨時監査の実施も行い、法人監事と連携し業務全般の適正化、効率化を
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もって健全なる発展に寄与する仕組みをとっている。平成30年度は高校の部活動に関する

資金管理の適正性についての監査を行い、監事からの意見を求め理事会に報告している。

また、理事長を含めた理事の諮問機関として、寄附行為に基づいて、評議員会が定員23

人以上25人以内で組織することが規定されている。平成30年度の評議員会は、理事定数の

2倍を超える25名（学園創設者である学園長をはじめ、法人職員10名、卒業生2名、学識経

験者12名）によって構成され、教職員の意見・提案と同時に、外部の見識も反映される仕

組みとなっており、法人業務の執行状況について意見を述べるなど、理事会の諮問機関と

して適切に運営されている。平成30年度に評議員会は合計4回開催され、出席率は延べ85

％と適切に運営されている。なお、理事長は評議員会の構成員とはなっていない。このこ

とによって、評議員会が諮問機関として相互チェックできる体制を保証している。

【エビデンス集(資料編)】

資料5-3-2 「学校法人群馬育英学園 寄附行為」

資料5-3-3 「群馬育英学園監事監査規程」

資料5-3-4 「学校法人群馬育英学園内部監査規程」

資料5-3-5 「平成30年度 評議員会の開催及び出席状況」

（3）5－3の改善・向上方策（将来計画）

今後は、理事・評議員からの活発な意見を喚起し、多岐にわたる学校法人の監査を可能

にするために、定期的な学園広報誌の配布のみならず、学園内で開催される行事等の案内、

学園情報（各学校の現況、検討課題）など、できる限りの資料送付を行い、本学園の運営

状況についてより一層の理解を得る努力を通して、よりよいガバナンスを機能させること

が必要である。また、監事の監査対象を法人の財務部門を超えて、法人が設置する大学・

短期大学・高等学校の運営・学生募集状況などの教学面にもいきわたるように改善してい

く予定である。

5－4 財務基盤と収支

5-4-① 中長期的な計画に基づく適切な財務運営の確立

5-4-② 安定した財務基盤の確立と収支バランスの確保

（1）5－4の自己判定

「基準項目5－4を満たしていない。」

（2）5－4の自己判定の理由（事実の説明及び自己評価）
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5-4-① 中長期的な計画に基づく適切な財務運営の確立

本学は、平成29年８月に文部科学省より設置認可を得て、平成30年度４月に開学した大

学であり、文部科学省に提出した書類のとおり、適切な財務運営を行っている。しかしな

がら、平成30年度の学生募集活動が前年度８月の認可後からであったために、生徒の進路

がすでに決定してしまった高等学校も多く、平成30年度は、入学定員100名（児童教育専

攻 50名・スポーツ教育専攻50名）のところ、入学者は児童教育専攻25名（定員充足率50

％）、スポーツ教育専攻34名（定員充足率68％）の合計59名と大幅に定員を下回る結果と

なった。このため、大学部門における基本金組入前当年度収支差額は１億9,200万円のマ

イナスとなったが、高等学校及び短期大学の学生募集の頑張りによって、本学園全体の収

支差額は、マイナス9,100万円の支出超過に抑えることができた。

また、開学直後の平成30年度には、教員及び職員が一丸となって県内・県外の高校を訪

問し、本学の広報及び受験者の募集活動を積極的に展開した。この結果、平成31年度の入

学者総数は、児童教育専攻が41名（定員充足率82％）、スポーツ教育専攻が53名(定員充

足率106％）、合計94名の入学者を確保することができた（平成31年５月現在）。

今後は、事業計画及び予算編成等において、本学を取り巻く経営環境について教職員の

理解を促し、本学園の運営方針・取組むべき課題を明確に打ち出すとともに、教育面では

教育の質の向上に努め、財政面では経費支出の抑制に努めるとともに、学生定員を満たす

入学者の確保に向かって全教職員の協力のもと力強い募集活動を展開していく予定であ

る。以上のことから、大学部門での均衡した事業収支は卒業生が出る本学完成年度に達成

できる予定である。

さらに、毎年度の事業計画を策定し実施することでPDCAサイクルを機能させるよう努め

るとともに、次年度には、本学園全体の中長期計画作成のために、法人各部門（大学・短

期大学・高等学校・学校法人）から若手委員を選出し、理事長直轄の中長期計画を作成す

る委員会を立上げることによって、本学園において中長期的な計画に基づいた適切な財務

運営を行うことができる体制を確立してゆく予定である。

【エビデンス集（資料編）】

資料5-4-1「事業計画書・事業報告書（平成30年度）」

資料5-4-2「活動区分資金収支計算書（平成30年度）」

資料5-4-3「事業収支計算書（平成30年度）」

5-4-② 安定した財務基盤の確立と収支バランスの確保

本学園の収入の大部分は、学生生徒等納付金及び大学を除いた補助金であり、収支の安

定には学生生徒の入学者確保が不可欠である。しかし少子化・大学進学者の頭打ちなど私

学を取巻く環境が厳しさを増す中、入学者を安定的に確保するには、学園の環境整備、維
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持、教育の質の向上はもとより、私学の独自性に根差した個性、魅力を存分に示していか

なくてはならない。

大学部門は開学初年度であり、知名度及び施設設備において他大学に追いついていない

実情がある。施設設備については、より一層の充実を図るための計画を策定し、順次整備

を行っていきたい。

また、収入については、学生の定員確保を第一とし、外部資金の確保にも力を注いでい

る。文部科学省主催の２日間にわたる補助金説明会には小規模な学園ながら４名の事務職

員を参加させ、私立大学経常費補助金の獲得強化を図っているところである。また、短期

大学では、私立大学改革総合支援事業タイプ１：教育の質的転換に採択されている。学生

の定員確保、補助金の獲得強化が計画的にそして的確に実行されれば、適切な財務基盤の

確立と収支バランスの確保は実現されると判断される。

【エビデンス集（資料編）】

5-4-4「決算時の計算書類」

5-4-5「30年度事業計画書」

5-4-6「30年度収支予算書」

5-4-7「研修会出張報告」

（3）5－4の改善・向上方策（将来計画）

学生生徒等納付金は法人収入の重要な要素であるので、今後さらに本学における教育の

質向上を図り、対外的に本学の教育力をアピールするなどの定員充足に向けた全学的な取

り組みを継続的に実施するとともに、前橋育英高校と育英大学との高大連携によるさまざ

まな取り組みを行うことによって魅力ある教育体制を創りあげていくことによって、安定

した財務基盤の確立を図っていきたい。

また、次年度は、本学園全体の中長期計画を作成し、これに基づいて年度ごとの事業計

画を策定し、さらに予算編成を行って、中長期的な計画に基づく適切な財政運営と安定し

た財政基盤を確立していく予定である。

5－5 会計

5-5-① 会計処理の適正な実施

5-5-② 会計監査の体制整備と厳正な実施

（1）5－5の自己判定

「基準項目5－5を満たしている。」
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（2）5－5の自己判定の理由（事実の説明及び自己評価）

5-5-① 会計処理の適正な実施

本学園の会計業務は学校法人会計基準に準拠して行われ、「寄付行為」・「群馬育英学園

経理規程」・「群馬育英学園固定資産管理規程」等の諸規程に基づいて適正に遂行されて

いる。また、会計業務に学校法人会計基準に対応した会計システムを導入し、これを活用

して業務は迅速かつ正確に処理されている。

さらに10万円を超える予算外の支出項目に対しては稟議決裁を必要とすることによっ

て、支出内容の適法性及び妥当性を担保している。なお、予算に計上されていない支出、

もしくは予算額と著しく乖離した勘定科目については、補正予算を策定して処理している。

【エビデンス集（資料編）】

資料5－5－１ 「群馬育英学園寄付行為」

資料5－5－2 「群馬育英学園経理規程」

資料5－5－3 「学校法人群馬育英学園経理規程取扱要領」

資料5－5－4 「群馬育英学園稟議決裁規程」

5-5-② 会計監査の体制整備と厳正な実施

本学園の会計監査は、「私立学校振興助成法」第14条３項に則り、「群馬育英学園内部

監査規程」に基づいて公認会計士によって年間に亘り計画的に実施されており、平成30年

度の監査報告書において、本学園の計算書類が学校法人会計基準に準拠して適正に執行さ

れていることが報告されている。

また、本学園の監事監査は、「私立学校法」第37条３項に則り、「群馬育英学園監事監

査規程」に基づいて年間にわたり以下のように計画的に実施されている。

監事は「理事会」及び「評議員会」への出席、学内の諸会議に出席することによって、

学園全体の日常業務の執行状況について監査を行っている。また、決算理事会前の学園監

事による監査当日は、監事は公認会計士による講評を聴取し、会計士との質疑応答・情報

交換を行うなどによって十分連携をとりながら、公認会計士の監査体制・方法の妥当性に

ついても確認を行っている。

業務遂行及び財産の状況に関する監事監査の結果は、決算案の審議される理事会及び評

議員会において「学園監事監査報告書」として報告されている。

【エビデンス集（資料編）】

資料5－5－5 「群馬育英学園内部監査規程」

資料5－5－6 「公認会計士監査報告書（平成30年度）」

資料5－5－7 「群馬育英学園監事監査規程」
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資料5－5－8 「学園監事監査報告書（平成30年度）」

（3）5－5の改善・向上方策（将来計画）

本学の会計処理は、「学校法人会計基準」及び関連規定に基づき、法人本部事務局財務

課において適正に実施されている。今後も事務職員の会計知識の向上を図り適正な会計

処理を進めていく。また、会計担当者を外部研修にも参加させ、学校法人会計へのさら

なる理解を深めていく。

さらに、今後も公認会計士及び学園監事との連携を密にして、適正な会計処理の継続

を図って行く。

［基準5の自己評価］

本学園では、組織規程に組織・運営体制を定め、寄付行為に理事会における評議員会か

らの意見具申及び監事監査を明記することによって、経営の規律と誠実性の維持を図ると

ともに、学長が経営戦略会議・理事会・評議員会に定期的に出席してその事業及び運営状

況について報告を行うことによって、本学の事業がその使命・目的の実現に向けて継続的

に実施されていることが確認されている。

また、理事会及び評議員会を定期的に開催して学園全体の情報共有を図るとともに、毎

月事務連絡会議を開催し、理事長と大学事務局及び法人本部の管理職との間で業務遂行状

況について緊密な情報交換を行うことによって、各管理運営機関の意志決定の円滑化を図

っている。

さらに、毎年度、監事及び公認会計士による学内運営に関する監査を実施して理事会に

報告し、評議員会において学内外の意見を聴取することによって、法人及び大学の各管理

運営機関が相互チェックできる体制を整えている。

以上のことから、本学園及び本学は基準5を満たしていると評価できる。
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基準6 内部質保証

6－1 内部質保証の組織体制

6-1-① 内部質保証のための組織の整備、責任体制の確立

（1）6－1の自己判定

「基準項目6－1を満たしている。」

（2）6－1の自己判定の理由（事実の説明及び自己評価）

6-1-① 内部質保証のための組織の整備、責任体制の確立

本学では、学則第2条に、教育研究の向上を図り、目的及び社会的使命を達成するため

に、教育研究活動等の状況について自ら点検及び評価を行い、その結果を公表することが

定められている。また、管理運営に関する事項を審議するために、大学運営会議及び教授

会の下に総務企画委員会を位置づけ、「育英大学総務企画委員会規則」の第2条において

自己点検・評価及び認証評価への対応を総務企画委員会の審議事項のひとつに掲げ、第8

条には具体的な事項を検討するために専門委員会を設置することを明記している。さらに、

この第8条の規程に基づいて、「育英大学自己点検・評価専門委員会内規」には、専門委

員会における審議事項、専門委員会の使命を達成するための組織及び運営等が規定される

とともに、専門委員会は年度ごとの報告書を作成し、学長に報告することが明記されてい

る。

教

授

学 長 ← 大学運営会議 ← 自己点検・ ← 会

→ → 総 務 企 画 → 評価専門委員

自己点検・ ← ← 委 員 会 ← 評価報告書の

評価結果の公表 → 教 授 会 ← 作 成 ← 事

務

局

育英大学における自己点検・評価結果の公表に関わる学内組織

また、開学直後の平成30年5月24日に開催された、第１回総務企画委員会（短期大学と

の合同委員会）において、自己点検・評価の今後の進め方について議論され、点検・評価

の項目が大学と短期大学ではかなり異なっていることから、具体的な作業はそれぞれの専

門委員会で行い、必要に応じて合同の総務企画委員会に報告することが了承された。
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さらに、本学では、自己点検・評価専門委員会による上記の自己点検・評価以外に、す

でに述べたように、各学期末に「授業改善のための学生アンケート」を実施し、この結果

に基づいて各教員が「授業担当教員による自己点検・評価報告書」をＦＤ・ＳＤ専門委員

会に提出することを通して次年度の授業内容・方法等の改善を行い、年度末には学生支援

課が「学生満足度アンケート」を実施するとともに、学内に意見箱を設置して学生の意見

・要望等を把握して、学生サービスの向上に努めている。

【エビデンス集（資料編）】

資料6-1-1 「育英大学学則」

資料6-1-2 「育英大学総務企画委員会規則」

資料6-1-3 「育英大学自己点検・評価専門委員会内規」

資料6-1-4 「平成30年度（前期・後期）授業改善のための学生アンケート集計結果」

資料6-1-5 「平成30年度学生満足度アンケート集計結果」

（3）6－1の改善・向上方策（将来計画）

上に述べたように、本学では、内部質保証のための組織及び責任体制は規則上は明確に

整備されおり、開学初年度の平成30年度に、自己点検・評価専門委員会を立ち上げ、本学

の総力を挙げて自己点検・評価書を作成するための業務分担を決め、令和元年６月末を目

途に、開学初年度の本学の教育研究活動及び管理運営業務の現状をまとめて「平成30年度

育英大学自己点検評価書」を公表する予定であった。

しかし、平成30年度は、開学初年度という状況の中で、新たに開始しなければならない

さまざまな業務に追われ、自己点検・評価専門委員会から割り当てられた評価書作成業務

を完遂できなかった部署が多く、令和元年度第１回自己点検・評価専門委員会において、

改めて各担当者に以下のスケジュールで「平成30年度育英大学自己点検評価書」の作成を

依頼することとなった。

①7月19日：各担当者が原稿を作成し、責任者へ提出

①8月 2日：責任者が作成者と内容の調整

③8月19日：担当者が修正後、原稿を提出

この予定に従って提出された原稿の内容を点検・修正して、さらに令和２年３月に暫定

版をまとめ、再度、各担当者に内容の確認を行い修正を経て、５月15日に「平成30年度育

英大学自己点検評価書」をまとめた。

なお、この「平成30年度育英大学自己点検評価書」は、本来であれば総務企画委員会と

大学運営会議に報告して公表すべきところであるが、現在はコロナ感染症の世界的な大流

行下にあるために、学長に報告するとともに会議はメール会議の形で実施して、5月末日

に本学ホームページに公表することとした。今後は、「令和元年度育英大学自己点検評価
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書」の作成作業に移るとともに、自己点検評価の結果を学内業務にフィードバックするた

めのＰＤＣＡサイクルの仕組みの構築を検討する予定である。

6－2 内部質保証のための自己点検・評価

6-2-① 内部質保証のための自主的・自律的な自己点検・評価の実施とその結果の共有

6-2-② IR(Institutional Research)などを活用した十分な調査・データの収集と分析

（1）6－2の自己判定

「基準項目6－2を満たしている。」

（2）6－2の自己判定の理由（事実の説明及び自己評価）

6-2-① 内部質保証のための自主的・自律的な自己点検・評価の実施とその結果の共有

平成30年6月21日に、両専攻長・各専攻から選出された教員各１名（委員長を含む）・

事務局長・管理課長・教務課長・学生支援課長・入試広報課長の９名の委員を招集して第

１回自己点検・評価委員会を開催し、日本高等教育評価機構の書式に従って自己点検評価

書を作成することが承認され、本学の総力を挙げて自己点検評価書を作成できるように各

評価項目の担当者・担当課・担当委員会・担当教員の割り当てを決定し、割り当てられた

グループごとに、以下の予定で作業を進めることとなった。

①平成30年９月末まで：現状を記載した素案の提出

②12月末まで：文体・書式の統一

③平成31年３月末：内容の確認及び次年度に向けた改善策の策定

④６月末：平成30年度育英大学自己点検評価報告書の完成

しかし、すでに述べたように、平成30年度は、開学初年度という状況の中で、専門委員

会から割り当てられた業務を完遂できなかった部署が多く、令和元年度第１回自己点検・

評価専門委員会において、改めて各担当者に「平成30年度育英大学自己点検評価書」の作

成を依頼することとなった。このために、「平成30年度育英大学自己点検評価書」は令和

２年５月に完成され、その内容を本学ホームページに公表してその内容を学外に公表する

とともに、今後の業務改善に資するために学内教職員に周知した。

【エビデンス集（資料編）】

資料6-2-1 「平成30年度第１回自己点検・評価専門委員会議事要旨」

資料6-2-2 「令和元年度第１回自己点検・評価専門委員会議事要旨」
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6-2-② IR(Institutional Research)などを活用した十分な調査・データの収集と分析

すでに述べたように、平成30年度は開学初年度であり、調査を要する学内のデータはこ

れから徐々に蓄積されていく予定である。このために本学にはIRを担当する専門の部署は

まだ設置されていない。本学における運営上の意思決定及び計画立案に必要な情報の収集

・分析・提供に係る業務は、学長及び事務局長の指揮の下、その内容に応じて管理課・教

務課・学生支援課・入試広報課・キャリアサポート課の６課が行い、学長に報告される仕

組みとなっている。

（3）6－2の改善・向上方策（将来計画）

「平成30年育英大学自己点検評価書」は令和２年度５月に学内外に公表し、学内の教職

員にその内容の共有を図ることとした。また、育英大学自己点検・評価専門委員会は、引

き続き「令和元年度育英大学自己点検評価書」の作成業務に着手するとともに、評価結果

のフィードバックが行えるよう、学内のＰＤＣＡサイクルの仕組みの構築を検討する予定

である。

6－3 内部質保証の機能性

6-3-① 内部質保証のための学部、学科、研究科等と大学全体のPDCAサイクルの仕組みの

確立とその機能性

（1）6－3の自己判定

「基準項目6－3を満たしていない。」

（2）6－3の自己判定の理由（事実の説明及び自己評価）

6-3-① 内部質保証のための学部、学科、研究科等と大学全体のPDCAサイクルの仕組みの

確立とその機能性

すでに述べたように、平成30年度は本学の開学初年度にあたり、新たに開始しなければ

ならないさまざまな業務に追われ、自己点検・評価専門委員会から割り当てられた評価書

作成業務を完遂できなかった部署が多く、「平成30年度育英大学自己点検評価書」を令和

２年５月にホームページに公表することによって、その結果の共有を図ることとした。

以上のように、本学では、年度ごとの自己点検評価書の作成とそれに基づく各委員会・

事務局各課における業務改善の仕組みは一応確立されてはいるが、大学全体として自己点

検評価の結果を有効に活用できるＰＤＣＡサイクルの仕組みを構築してその機能性を高め

ることは今後の課題として残されている。
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（3）6－3の改善・向上方策（将来計画）

「平成30年度育英大学自己点検評価書」の公表には、本学の開学以降およそ２年を要し

たが、今回の自己点検評価業務の遂行により、自己点検評価書を当該年度の終了後できる

だけ速やかに公表する体制を構築することができた。今後は、当該年度前年の自己点検評

価書を毎年公表するとともに、その内容を次年度の学内業務の改善に向けて活かすための

ＰＤＣＡサイクルの仕組みを構築して、自己点検評価の機能性を高めることによって本学

の内部質を保証できる体制を確立していく予定である。また、開学７年後を目指して、本

学の客観的な評価に資することを目的とした外部評価を実施し、第三者から得られた指摘

や課題を本学の新たな目標設定や運営に反映させていく予定である。

［基準6の自己評価］

本学では、毎年自己点検・評価を実施することが学則に明記されており、これに従って

開学初年度の平成30年度に関する自己点検・評価報告書を令和２年５月にまとめ、学長に

報告し、学内外に公表した。今後は、当該年度の前年度の自己点検評価書を毎年公表する

ことによって、大学の使命・目的に即して適切に運営が行われているかについて自主的な

自己点検・評価を実施することによって本学の現状と課題の検証を行い、運営業務の改善

を行っていく予定である。

また、令和元年度には、本学の「中期目標・中期計画」を策定する予定であり、これに

基づいて業務の改善が年度ごとに進んでいるかどうかを自己点検・評価を通して検証し、

翌年の業務改善に活かしていく予定である。

大学を取り巻く環境が厳しさを増していく中で、大学運営の改善・改革を加速して行く

には、大学内部の質向上が不可欠であり、そのためにＰＤＣＡサイクルをベースにした自

己点検・評価を継続し、さらに外部評価を導入することが本学の今後の課題となっている。

以上のことから、本学の現状は、「基準6内部質保証」を十分に満たしているとは言え

ないので、今後の改善が必要である。
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Ⅶ．エビデンス集（資料編）一覧

基礎資料

コード タイトル

該当する資料名及び該当ページ 備考

【資料F-1】 寄附行為

学校法人群馬育英学園 寄付行為

【資料F-2】 大学案内

育英大学 CAMPUS GUIDE 2019

【資料F-3】 大学学則、大学院学則

育英大学学則

【資料F-4】 学生募集要項、入学者選抜要綱

○○○○○○

【資料F-5】 学生便覧

平成30年度 育英大学学生必携

【資料F-6】 事業計画書

○○○○○○

【資料F-7】 事業報告書

○○○○○○

【資料F-8】 アクセスマップ、キャンパスマップなど

○○○○○○

【資料F-9】 法人及び大学の規定一覧（規定集目次など）

○○○○○○

【資料F-10】 理事、監事、評議員などの名簿（外部役員・内部役員）及び理事会、評議員会の前年度開

催状況（開催日、開催回数、出席状況など）がわかる資料

○○○○○○

【資料F-11】 決算等の計算書類（過去5年間）、監事監査報告書（過去5年間）

○○○○○○

【資料F-12】 履修要項、シラバス（電子データ）

○○○○○○

【資料F-13】 三つのポリシー一覧（策定単位ごと）

○○○○○○

【資料F-14】 設置計画履行状況等調査結果への対応状況（直近のもの）

○○○○○○

【資料F-15】 認証評価で指摘された事項への対応状況（直近のもの）

○○○○○○

基準1．使命・目的等

基準項目

コード 該当する資料名及び該当ページ 備考

1-1．使命・目的及び教育目的の設定

【資料1-1-1】 育英大学学則

【資料1-1-2】 平成30年度 育英大学オームページ

https://www.ikuei-g.ac.jp/university/

【資料1-1-3】 平成30年度 育英大学学生必携

【資料1-1-4】 育英大学 CAMPUS GUIDE 2019

・

1-2．使命・目的及び教育目的の反映

【資料1-2-1】 育英大学学則

【資料1-2-2】 平成30年度 育英大学オームページ

https://www.ikuei-g.ac.jp/university/

【資料1-2-3】 平成30年度 育英大学学生必携

【資料1-2-4】 育英大学 CAMPUS GUIDE 2019

【資料1-2-5】 育英大学・育英短期大学運営委員会規則

【資料1-2-6】 平成30年度 第1回運営委員会（大学・短大）議事要旨
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【資料1-2-7】 平成30年度 第10回運営委員会（大学・短大）議事要旨

【資料1-2-8】 平成31年度 第2回運営委員会（大学・短大）議事要旨

【資料1-2-9】 平成30年度 育英大学オームページ

https://www.ikuei-g.ac.jp/university/

【資料1-2-10】 平成30年度 育英大学学生必携

【資料1-2-11】 育英大学 CAMPUS GUIDE 2019

【資料1-2-12】 2019年度 育英大学学生募集要項

【資料1-2-13】 育英大学 運営会議規則

【資料1-2-14】 育英大学 教授会規則

【資料1-2-15】 育英大学 専攻会議規則

基準2．学生

基準項目

コード 該当する資料名及び該当ページ 備考

2-1．学生の受入れ

【資料2-1-1】 平成30年度 育英大学オームページ

https://www.ikuei-g.ac.jp/university/

【資料2-1-2】 平成30年度 育英大学学生必携

【資料2-1-3】 育英大学 CAMPUS GUIDE 2019

【資料2-1-4】 2019年度 育英大学学生募集要項

【資料2-1-5】 育英大学入試・広報委員会規則

【資料2-1-6】 2019年度 育英大学学生募集要項

2-2．学修支援

【資料2-2-1】 平成30年度 オリエンテーション実施計画

【資料2-2-2】 平成30年度 クラス担任一覧

【資料2-2-3】 平成30年度 専攻別の退学者の推移（過去一年間）

【資料2-2-4】 平成30年度 オフィスアワー一覧

【資料2-2-5】 平成30年度 育英大学学生必携

【資料2-2-6】 育英大学 ＧＰＡに関する規則

【資料2-2-7】 育英大学及び育英短期大学の奨学金支給規則

【資料2-2-8】 育英大学 ＦＤ・ＳＤ専門委員会規則

【資料2-2-9】 平成30年度 授業改善のための学生アンケート

【資料2-2-10】 平成30年度 授業担当教員による自己点検・評価報告書

【資料2-2-11】 平成30(2019)年度 授業改善のための学生アンケート集計結

果

2-3．キャリア支援

【資料2-3-1】 育英大学 CAMPUS GUIDE 2019

【資料2-3-2】 育英大学教職・キャリアセンター規則

2-4．学生サービス

【資料2-4-1】 育英大学学生支援委員会規則

【資料2-4-2】 育英大学障害学生修学支援専門委員会内規

【資料2-4-3】 育英大学における学生納付金の免除等に関する規則

【資料2-4-4】 育英大学特別奨学金支給規則

【資料2-4-5】 育英大学及び育英短期大学の経済的理由に基づく授業料減免

規則

【資料2-4-6】 育英大学及び育英短期大学の奨学金支給規則

【資料2-4-7】 育英大学及び育英短期大学の卒業予定者奨学金貸与規則」

【資料2-4-8】 育英大学及び育英短期大学の学内ワークスタディ取扱規則」

2-5．学修環境の整備

【資料2-5-1】 平成30年度 育英大学時間割表

2-6．学生の意見・要望への対応

【資料2-6-1】 平成30(2019)年度 授業改善のための学生アンケート

集計結果

【資料2-6-2】 平成30年度 授業担当教員による自己点検・評価報告書

【資料2-6-3】 平成30年度 学生満足度アンケート集計結果

【資料2-6-4】 平成30年度 学生満足度アンケート集計結果

・

基準3．教育課程
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基準項目

コード 該当する資料名及び該当ページ 備考

3-1．単位認定、卒業認定、修了認定

【資料3-1-1】 平成30年度 育英大学学生必携

【資料3-1-2】 平成30年度 育英大学ホームページ」

（https://www.ikuei-g.ac.jp/university/）

【資料3-1-3】 育英大学学則

【資料3-1-4】 育英大学履修規則

3-2．教育課程及び教授方法

【資料3-2-1】 平成30年度 育英大学学生必携

【資料3-2-1】 平成30年度 育英大学ホームページ」

（https://www.ikuei-g.ac.jp/university/）

3-3．学修成果の点検・評価

【資料3-3-1】 平成30年度 授業改善のための学生アンケート

【資料3-3-2】 平成30年度（2019）授業改善のための学生アンケート集計結

果

【資料3-3-3】 授業担当教員による自己点検・自己評価報告書（様式１)

【資料3-3-4】 授業担当教員による自己点検・自己評価報告書（様式２）

基準4．教員・職員

基準項目

コード 該当する資料名及び該当ページ 備考

4-1．教学マネジメントの機能性

【資料4-1-1】 育英大学学則

【資料4-1-2】 育英大学大学運営会議規則

【資料4-1-3】 育英大学・育英短期大学運営委員会規則

【資料4-1-4】 育英大学教授会規則

【資料4-1-5】 群馬育英学園・育英大学・育英短期大学組織図

【資料4-1-6】 育英大学及び育英短期大学の学長補佐規則

【資料4-1-7】 群馬育英学園組織規程

【資料4-1-8】 群馬育英学園の事務組織及び事務分掌に関する規程

4-2．教員の配置・職能開発等

【資料4-2-1】 育英大学教員審査規則

【資料4-2-2】 育英大学人事委員会規則

【資料4-2-3】 平成30年度 ＦＤ・ＳＤ専門委員会議事録

【資料4-2-4】 平成30年度（2019）授業改善のための学生アンケート集計結

果

4-3．職員の研修

【資料4-3-1】 育英大学ＦＤ・ＳＤ専門委員会内規

【資料4-3-2】 ＦＤ・ＳＤ研修の実施状況

【資料4-3-3】 外部機関主催研修会等参加状況

4-4．研究支援

【資料4-4-1】

【資料4-4-2】 育英大学及び育英短期大学における研究活動上の不正行為防

止に関する規則

【資料4-4-3】 育英大学及び育英短期大学における公的研究費の不正防止に

関する規則

【資料4-4-4】 育英大学及び育英短期大学における教育研究費規則

【資料4-4-5】 育英大学及び育英短期大学における教育改革推進奨励規則

基準5．経営・管理と財務

基準項目

コード 該当する資料名及び該当ページ 備考

5-1．経営の規律と誠実性

【資料5-1-1】 学校法人群馬育英学園 寄付行為

【資料5-1-2】 育英大学学則

【資料5-1-3】 群馬育英学園組織規程

【資料5-1-4】 学校法人群馬育英学園 寄付行為

https://www.ikuei-g.ac.jp/university/
https://www.ikuei-g.ac.jp/university/


- 73 -

【資料5-1-5】 学校法人群馬育英学園 経営戦略会議・要綱

【資料5-1-6】 群馬育英学園就業規則

【資料5-1-7】 群馬育英学園ハラスメントの防止等に関する規程

【資料5-1-8】 群馬育英学園個人情報の保護に関する規程

【資料5-1-9】 特定個人情報の適正な取り扱いに関する規則

【資料5-1-10】 群馬育英学園職員安全衛生管理規程

【資料5-1-11】 群馬育英学園防火管理規程

5-2．理事会の機能

【資料5-2-1】 群馬育英学園就業規則

【資料5-2-2】 学校法人群馬育英学園 寄付行為

【資料5-2-3】 平成30年度 理事会の開催及び出席状況

【資料5-2-4】 委任状（ひな形）

5-3．管理運営の円滑化と相互チェック

【資料5-3-1】 学校法人群馬育英学園 経営戦略会議・要綱

【資料5-3-2】 学校法人群馬育英学園 寄付行為

【資料5-3-3】 群馬育英学園監事監査規程

【資料5-3-4】 学校法人群馬育英学園内部監査規程

【資料5-3-5】 平成30年度 評議員会の開催及び出席状況

5-4．財務基盤と収支
【資料5-4-1】 群馬育英学園平成30年度予算書

【資料5-4-2】 活動区分資金収支計算書（過去５ヵ年分）

【資料5-4-3】 群馬育英学園計算書類（過去５ヵ年分）

【資料5-4-4】 群馬育英学園平成30年度事業計画書

5-5．会計

【資料5-5-1】 学校法人群馬育英学園 寄付行為

【資料5-5-2】 群馬育英学園経理規程

【資料5-5-3】 学校法人群馬育英学園経理規程取扱要領

【資料5-5-4】 群馬育英学園稟議決裁規程

【資料5-5-5】 群馬育英学園内部監査規程

【資料5-5-6】 公認会計士監査報告書（平成30年度）

【資料5-5-7】 群馬育英学園監事監査規程

【資料5-5-8】 学園監事監査報告書(平成30年度）

基準6．内部質保証

基準項目

コード 該当する資料名及び該当ページ 備考

6-1．内部質保証の組織体制

【資料6-1-1】 育英大学学則

【資料6-1-2】 育英大学総務企画委員会規則

【資料6-1-3】 育英大学自己点検・評価専門委員会内規

【資料6-1-4】 平成30年度（2019）授業改善のための学生アンケート集計結

果

【資料6-1-5】 平成30年度学生瀬尾満足度アンケート集計結果

6-2．内部質保証のための自己点検・評価

【資料6-2-1】 平成30年度第1回自己点検・評価専門委員会議事録

【資料6-2-2】 令和元年度第1回自己点検・評価専門委員会議事録

6-3．内部質保証の機能性


